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投下労働量 ・労働生産性 ・労働交換率の測定

　　　　　産業連関データによる日米経済の比較分析
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［１１序

　近年，日米両国の経済力の逆転か言われることか多い。それは端的には，８０

年代以後に顕著になった日米両国間の巨額の貿易不均衡の存在と ，それをへ 一

刈こした金融的地位の逆転を指している。また，とりわけ自動車や電気製品な

と耐久消費財の分野での品質 ・価格競争力の強さ ，半導体や産業 ロポ ヅトなど

一部のいわゆるハイテク分野での技術力の高さなどでアメリカをしのぐところ

まできていることなとはよく知られている。低い貯蓄率 ・巨額の財政赤字なと

アメリカの側のマクロ 的な不均衡に主要な原因かあるにせよ ，このような事情

もまた両国間の巨額の貿易不均衡を生み出す一因となっていることは否定でき

ない。しかしながらより基本的に労働生産性の水準でみた場合にも ，日米の経

済力は逆転したといえるのだろうか。もしもその高い品質や技術力がより多量

　　　　　　　　　　　　　　　　（２８）
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の労働投入で支えられていたり ，そしてにもかかわらず高い価格競争力が保持

されている場合，それらが賃金や原材料 ・部品購入価格に対する犠牲転嫁によ

るものであるとすれぼ，本来の意味ではそのようには言えないだろうからであ

る。

　本稿の課題は産業連関モデルを用いて ，１９６０年代半ぼから１９８５年にいたる約

２０年間の日米両国の産業別の投下労働量を推計し，その推計結果を用いて労働

生産性の状態と変化，その要因などについての推測をおこない，それらについ

ての日米間の比較を試みることである。またその結果から，最近の日米両経済

間の貿易を通じての労働交換の状態について若干の実測的な分析を行う 。

　いま ，第ゴ生産物１単位の生産に直接間接に必要な投下労働量をちとすれぼ ，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　１）ペゴ＝１，２，… 刀）はつぎの刀 個の連立方程式で決定される 。

々：　（０力十 ４ゴ ）々十７ゴ　（ゴ＝１，２
，＿

〃） （１）

　ただし ，ｏ力，みはそれぞれ第ゴ生産物１単位の生産に必要な第ノ中間投入原

材料および第ノ固定設備の消耗量であり ，７～ は第ゴ生産物１単位の生産に必要

な直接労働である 。

　生産活動とはさまざまな生産要素の投入と生産物の産出という変換の過程で

あるから，その杜会の生産性つまり生産活動能力の水準は，いろいろな投入と

産出の間の効率としてさまざまにとらえることが可能であり ，分析目的に応じ

てそれぞれ計測する意味がある。例えぼ，いくつかの生産要素を同時に考慮し

た生産関数をもとにした各生産要素生産性（固定設備，労働などから開発投資や教

育訓練まで）などが一般的である 。ここでは（１）に示すように，さまざまな生産

要素の投入を労働に還元してとらえ，そのような労働投入と生産物の産出のあ

いだの効率性として，つまり労働生産性として生産活動能力の水準を計測し比

較しようとする。どのような生産要素の投入を増やすことが生産効率を引き上

げるために必要かといった政策的視点からすれば一見必ずしも有効とは見えな

いこのようなアプ ローチをとる理由は次の点にある 。

　すなわち，複数の杜会，具体的には日米両国の生産活動能力の状態を，その

　　　　　　　　　　　　　　　　（２９）
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変化の方向とその速度てとらえるとともに，それだけでなく ，その水準そのも

のを計測し比較するためである。このためには各部門の生産について，１種類

だげの生産要素の投入と産出との比が問題にされる必要がある。なぜならたと

えば，両国のある産業部門において，固定設備当たりの生産効率は高いが直接

労働あたりでは低いという場合，どちらがより高い生産性であるかをいうこと

は出来ないからである。その際，さまざまな投入を労働投入に還元することは

自然である。人間はその存続のためには内的，外的自然に働きかけることを止

めることは出来ない。この働きかけが労働であり ，杜会が一定の労働によっ て

どれだけめざす変化を自然にもたらすことができるかが，その杜会の自然制御

能力の水準を示す重要な指漂である。この見地からすれぼ唯一の本源的生産要

素が労働であ って，生産手段もそれ自体労働生産物に他ならないのである
。

　さてこのように労働を広く存続のための人間の内的 ・外的な自然への働きか

けと捉えると ，労働の過程すなわち生産活動を単に，０市場を経由する，　物

財の生産，に限る必要はない。企業内 ・間はもちろん，家庭内や公共の場での

サーヒス労働もまた，生産活動の一環であり ，労働生産性の計測においても本
　　　　　　　　　　　　２）
来除外することはできない。第二に，生産活動が公害 ・汚染物質の排出や自然

環境の破壊などのように目漂とする自然の変化以外の随伴的変化を伴う場合
，

労働生産性はそのような負の効果をも勘案して測られる必要がある。しかしな

がら本稿では主としてデータ上の制約から，市場を経由しない労働や生産物の

多くを捨象し，また，公害など負の随伴的変化もまた考慮していない。そのよ

うな分析として制約を持っている 。

　ところで生産活動能力 ・自然制御能力の水準の指標として労働生産性を計測

しようとする場合，景気変動にともなう資本や労働の稼働率の変動の影響を出

来る限り除去する事が望ましいことは言うまでもない。稼働率の低下は生産額

当たりの固定設備消耗額を大きくするであろうし，また直接労働係数のデ ータ

が正常以上に大きく表れる可能性がある。本稿では労働量を実労働時間で測る

ことでこの問題に部分的には対処しているか，就業者数テータの稼働率調整な

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　３）ど， より本格的な対応は今後の課題として残っている 。

　　　　　　　　　　　　　　　　（３０）
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１）７ゴ がこの杜会の標準的な熟練 ・強度で測られているときに ，（０力，み ，７ゴ）が杜

　会の標準的な生産技術であるならば，りよ第ゴ生産物の価値にほかならない（Ｋ

　Ｍａｒｘ『資本論』邦訳，第１分冊，７３－７８頁（大月書店，１９６８年））。

２）置塩信雄「労働価値説と現代の諸問題」『経済経営研究』第３９号（Ｉ　ｎ）
，

　１９９０年参照のこと
。

３）万働生産性測定上の諸問題については例えは，Ｊ　Ｍｕｅ１１ｂａｕｅｒ［１１参昭
。

［２１モ　　デ　　ル

　（１）の伽や４力は物的投入係数であ って，（１）は物量ではかった生産物一単位

あたりの投下労働量の決定式である 。従 って，例えぼ自動車一台あたりの投下

労働量をちは表している。このような物量単位の投下労働量を（１）によっ て直
　　　　　　　　　　　　　　　　　４）
接計測することは現実には困難である。商品の種類が著しく多いということそ

れ自体か方法論的にこのような計測を不可能にするわけてはない。物量単位の

いくつかの商品を重複しないように組み合わせた合成商品を考えればよい。こ

のように統合したいくつかの合成商品ごとに近似的であれ生産係数を求めるこ

とが出来れぼ，これらの合成財ごとの投下労働量を近似的に求めることは可能

である。とはいえ，そのようなデータを作成することは現実にはかなり困難で

あり ，実際にもそのようなデータは存在しない。そこで ，

　（１）式の両辺をＡで割って変形すれぼ ，

　　オ＝　（妨十榊ゲ十・芦（１＝１，２，… ・）　　　　　　　（２）
　　　　／＝１

　　ただし，オ＝〃ゴ／Ａ

　　　　　　城 ：ｏノあ／Ａ

　　　　　　劣 ＝４あ／Ａ

　　　　　　オ ：乃／Ａ

　ここで，劣，拶 はいずれも価値的投入係数であり ，〆は第ゴ生産物の１貨

幣単位（例えぼ１００万円）の生産に直接投下される労働量である。これらのデ ー

　　　　　　　　　　　　　　　　　（３１）
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タは産業連関表やＮＩＰＡから得られるから，こうして（２）から第ゴ生産物の１

貨幣単位の生産に直接間接必要な投下労働量を求めることが出来る 。

　さて，生産において投入される生産財の中には輸入品も入り込む。つまり（２）

の投入係数には国産品ばかりでなく輸入品も含んでいる。従って，国内で生産

される生産物の投下労働量の決定には国内生産の投入係数だけでなく ，直接間

接の投入関係を持つすべての国の投入係数が既知であることが必要になる。そ

れは実際上不可能だから，何らかの方法で輸入品投入を処理しなけれはならな

い。 ここでは泉［５１と同様，中谷［９１の方法を踏襲してこの問題を回避す

る。 すなわち，輸入品１貨幣単位は輸出品１貨幣単位と交換で得られるわげだ

から，輸出品の生産に必要な投下労働量で輸入品の投下労働量を代替するとい

う方法である 。

　こうして（２）はつぎのように置き換えられる 。

　　オ：　（吹十ゆゲ十〃 ・・舳十〆（１＝１，２，… 刀）　　　　（３）
　　　　１＝１

　　 な肋：肋オ　　　　　　　　　　　　　　　　　（４）
　　　　

’＝１

　ただし，４＊： 第ゴ生産物１貨幣単位の生産に投入される第ノ国産原材料の

　　　　　　　量

　　　　　〃　：第ゴ生産物１貨幣単位の生産に必要な輸入額

　　　　　～ ：輸入品１貨幣単位を得るために必要な投下労働量

　　　　　 勾　：輸出品１貨幣単位に占める第ゴ生産物の割合

（３），（４）を書き換えれば

〃＝［Ａ！＋Ｄｒ叶〃 ・〃刎十・

〃閉＝ ガ・ ¢

（５）

（６）

ただし，〆＝（才，珪，… め

　　　　〃 ：［球１

　　　　Ｄ＝［柳

（３２）
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　　　　〃： 仏， 〃２，…
〃”）

　　　　〆＝（オ，ガ，… ガ）

　　　　ガ ＝（・。 ，・。 ，…
・刀）

（５），（６）から
、

　之＝［Ａ４’十Ｄ「
工十〃 ・亙

”・

な十７

　一［ＡへＤ ”十〃 ・Ｅｒ叶。

したが って ，

３３

　　Ｈ１－Ａ仁ＤＬ〃 ・Ｅｒ１１ 　　　　　　　　（７）

　こうして，Ａ千以〃 ，凪 ７の５種類のデ ータがあれぼ（７）から〃を求めること
　　　５）
が出来る 。

　このようにして計算された〃チ（：〃ノＡ）は，それ自体が労働生産性の指漂で

あるわけではない。労働生産性の指標は１／ちであ ってＡ／４ではない。なぜな

ら， 後者は単位時間の労働で何円分の第ゴ商品をつくるかを示しており ，第ゴ

商品の価格に依存するからである。物理的な技術水準のみによっ て労働生産性

は規定されるべきものである。〃らはそれ自体としては不等価交換の指漂で

ある。なぜなら第ゴ商品に投下された１単位の労働が〃ちで交換されること

をこれは示しており ，もしも仇仏）＜曲／ら）であれぼ，第ゴ商品に投下され
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　６）た労働は第ノ商品に投下された労働よりも不利な比率で交換されるわけである

。

　しかしながら，次の２つの場合においてはオは労働生産性の間接的な（すな

わち，直接的に１／４によるのではないが）指漂となる 。

　０　第ゴ財の価格Ａでデ フレートした実質１単位価額当たりの投下労働量

の系列は，一定里の第 １財に投下された労働量の変化を示しており ，第 １財の

労働生産性上昇（又は低下）の指標である 。

　　　同一財の投下労働量を複数国で比較する場合。もとよりこの場合，その

財の同一量についてそれぞれの投下労働量を比較しなければならない。個別の

財についての比較であれば，泉［５１のように同一量の財の各国におげる価格

を各オに乗じることで労働生産性の水準比較が可能になる。現実には統合さ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３３）
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れた同じ部門の生産物相互の比較となるから，同一量を取り出すためにその財

の購買力平価による換算が必要となる。もとより ，部門統合に対応した正確な

購買力平価のデータの利用可能性いかんが決定的である。現実の為替 レートに

よる換算によっ てそのような目的か果たせないであろうことは確実である 。

　なお，投下労働量は当該部門て投入された労働だげてなく ，各種の生産手段

を通じて，他部門において投入された労働をも含んでいる。従 って，第ゴ財の

労働生産性という場合，それは第乞部門だけの生産性を意味するのではないこ

とは当然である。杜会的分業の網を通じて杜会が全体として第ゴ財の生産に関

して到達している労働生産性なのである 。

　　４）次に述べる価値的投入係数にもとづいて計算された単位金額あたりの投下労働

　　　量をもとにして，物量１単位あたりの投下労働量を計算することは可能である 。

　　　例えぱ，自動車部門の生産物１００万円あたりの直接間接の投下労働量が１Ｏ００時間

　　　であるとすれぱ，ある種類の自動車一台の価格が２００万円のとき，この自動車一

　　　台の投下労働量は２，ＯＯＯ時間であることになる。ただし，このような計算は自動

　　　車産業全体の集計されたテータに基つく平均的な投下労働量をへ一スにしている

　　　から，その信頼性は集計された部門内部に技術的均質性が存在するかどうか，ま

　　　たは，この車種の生産技術が部門の生産技術の平均にほぽ一致するかどうかに依

　　　存する。泉［８１はこの方法によっ て， 米や小麦，無煙炭やアルミ箔，ラジオや

　　　カラーテレビなど１５品目の１トソ叉は１台あたりの投下労働量を日米それぞれに

　　　ついて計算し，日米間で比較している 。

　　５）置塩１９１第２章参照 。

　　　　なお中谷［１２１はこの方法で１９５５．１９６０．１９６５の各年について財別の投下労働

　　　量を日本について計測し，価値と価格の関係，不等価交換の状態などについて分

　　　析している。また，泉［８１は１９６７．１９７２．１９７５（アメリカ） ，１９７０．１９７５（日

　　　本，韓国）について同様の方法で投下労働量を計算し，剰余価値率および労働生

　　　産性の国際比較を行っている。ただし，共に商業，金融 ・保険，サービスなどを

　　　除外して計測している。また，泉［８１はアメリカと韓国についてはデータの制

　　　約から固定設備を省いて計測している 。

　　６）松田［１３１参照 。

（３４）
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［３１　日米マクロ労働生産性指標の動向

　産業部門ごとの労働生産性をみる前に，経済全体の労働生産性の状態をいく

つかのマクロ 指漂で日米両国について見ておこう 。表１は就業者１人当たりの

国内純生産の系列を日米両国について比較したものである。各年の名目額を比

表１　マクロ 労働生産性指標

０　就業者１人当たり国内純生産（１００＄）

アメリカ 日　　本 日　　本
（為替 レート換算） （購買力平価換算）

１９６５ ８９ ．１ １６ ．５ ２３ ．９

７０ １１４ ．９ ３４ ．７ ４８ ．６

７５ １６２ ．Ｏ ８３ ．４ ８３ ．１

８０ ２３４ ．９ １６６ ．９ １４４ ．４

８５ ３２３ ．３ １９７ ．Ｏ ２１１ ．６

８７ ３４８ ．８ ３４５ ．９ ２３３ ．８

　　人口１人当たり国内純生産（１００＄）

アメリカ 日　　本 日　　本
（為替 レート換算） （購買力平価換算）

１９６５ ３２ ．６ ８．
１ １１ ．７

７０ ４４ ．１ １７ ，０ ２３ ．９

７５ ６４ ．４ ３９ ．１ ３８ ．９

８０ １０２ ．４ ７９ ．１ ６８．４

８５ １４４ ．８ ９４ ．７ １０１ ．８

８７ １６０ １８ １６７ ．５ １１３ ．２

　　就業者１人当たり実質国内純生産年平均伸び率（％）

アメリカ 日　　本

１９６５－７５ Ｏ． ３５０ ６． ９９８

７５－８７ ０． ７８１ ３． ０７０

６５－８７ ０． ５８５ ４． ８３７

（参考） ６７－７７ ０． ４８８

７７－８５ ０． ４２２

出所）ＯＥＣＤ　Ｎａｔ１ｏｎａｌ　Ａｃｃｏｍｔｓ　ｍａｍ　ａｇｇｒｅｇａｔｅｓ　ｖｏ１１．１９６０－１９８７（１９８９），日本銀行「国際比較統計』各年版 ，

　　から計算

（３５）
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較するために，現実の為替 レートとＧＤＰに対する購買力平価でそれぞれ換算

している。また，各年の実質額の伸ぴ率によっ てその上昇速度を比較している 。

これらの系列が経済全体についての労働生産性の間接的指漂であることは，次

のように示すことが出来る。いま ，第ゴ部門の最終生産額（最終需要）を夙，

産出額をＸ，， 就業者数を！Ｖ、， 就業者総数を！Ｖとすると ，

　　　オ ・夙：　Ｘジ ガ　（＝　ぺ・＝州
　　三＝１　　　　　　　　　　 ’＝１　　　　　　　　　　　　　　ゴ＝１

が成り立つ。すなわち〆亙：Ｘ
”７

。なぜなら ，

　　 〃＝［１－Ａ「一１７

一方 ，

　　Ｘ ＝［１一刈一１ ア

したがって ，

　　 〃７＝〆［１－Ａｒ １ア＝〆Ｘ（：！Ｖ）

　固定設備を考慮した場合も ，消耗した固定設備が直ちに補填されると考える

と， 純生産額を亙”づ とおけば ，

　　 〃＝［１－ＡＬＤ「一１７

　　Ｘ：【１－Ａ－ ｑ－１ア”

したがって ，

　　〆 ・ル：〆［１－Ａ－ ｑ－１ル＝７７（＝州

これを用いて ，

　　Ｗ２凧刀＝２オ夙”／２夙”：　オ（夙”１２夙”）
　　　ゴ＝１　　　　’＝１　　　　　‘＝１　　　　ｌ＝１　　　　　 １二１

一方，オの経済全体の平均（〆）は産出額Ｘゴのシ ェアーをウェイトにした加

重平均と考えるのが妥当であるから ，

　　〆＝　ｘゴ柳２ｘＦ　オ（ｘづ（ｘ
づ）

　　　　’：１　　　　　　’＝１　　　　　ゴ＝１　　　　　　　　’：１

　すなわち就業者一人当たり国内純生産（の逆数）は，オの加重平均（ウェイ

トは第ゴ部門の国内純生産のシ ヱアー）（の逆数）なのであ って，ウェイトが異なる

から戸そのものではないが，かなり戸に近い概念であることになる。従 っ

　　　　　　　　　　　　　　　　（３６）
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て， 単位生産価額当たりの投下労働量が労働生産性の間接的指標と考えても良

い場合があるとの前節の議論はここでもほぽ妥当するわげである
。

　さて，表１からは，次のことか指摘できよう 。イ）労働生産性の伸ひ率は６０

年代なかば以後一貫して日本がアメリカを上回っている。口）両国の労働生産

性の水準を現実の為替 レートで換算 ・比較すれぼ日本は８７年にアメリカとほぽ

並んでおり ，その後逆転している。また，労働生産性の指漂としてしぼしぱ誤

って引用される人ロー人当たりの国内純生産についてみれば，その傾向はより

明瞭である。ハ）しかし現実の為替 レートではなく購買力平価で比較すれぼ様

相は相当異なり ，アメリカは日本をなお上回っている。８７年の時点でも日本の

就業者一人当たり純生産はアメリカのほぽ２／３の水準であるにすぎない
。

　円の対ドルレートは８０年代以降その購買力から大きく乖離して上昇し，その

結果，為替 レートて測った日本のＧＮＰは過大に評価され，日米の労働生産性

がすでに逆転したかのようにみえたわげである。労働生産性上昇率格差が今後

もこのまま維持されるとすれば労働生産性の水準自体も早晩逆転するわけであ

るが，少なくとも現在のところまだそうではない。そこで，経済全体について

そうであるとしても ，産業別たとえば製造業についてはどうであるかという問

題が次節以降の課題である。とりわけ日米の場合，農業部門の生産性に大きな

格差か存在するとされており ，製造業の労働生産性はすでに日本の方か高いの

であるかもしれない。あるいはまた，アメリカにおける第三次産業の比重の相

対的大きさか，その経済全体の労働生産性の上昇率を押し下げているのてある

かもしれない。両国の労働生産性を産業ことに比較することの意味の１つかこ

こにある 。

　なお，マクロ の労働生産性の伸び率については，日本は７５年以後にそれ以前

に比べて半減しているのにたいして，アメリカは低率であるものの倍増してい

る。 もっとも ，産業連関表が利用可能な６７－７７年と７７－８５年で分ければ，後半

の方が若干低い 。

（３７）
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［４１部門別投下労働量の推計

　表２および表３が（７）によっ て計算した日米両国の産業部門別投下労働量であ

る。 これらの数値はいずれも時間の経過にともな って減少していることがわか

るが，これは必ずしも労働生産性の上昇の為ばかりではない。それぞれ名目

１００万円と名目１００万ドル当りの生産物に投下された労働量であるから，労働生

産性の上昇か仮にゼ ロであっても価格の上昇に伴ってこれらは減少する。従 っ

て投下労働量の実質的な変化を見るためには，後に行なうようにこれらの数値

を各部門ごとの価格上昇率でデフレートする必要がある 。

　さしあたりこれらの表から見て取れることは，どちらの国，どの年をとっ て

も部門ごとの投下労働量にかなりの差が存在することである。たとえぱ日本の

場合，単位価額あたりの投下労働量が最も大きい農林水産は製造業平均の２倍

前後で，むしろ近年その差は拡大する傾向にある（６５年１ ．８→８５年２ ．３）。 また ，

製造業についても軽工業は単位価額当り重化学工業の約１．５倍の労働が投入さ

れている。これは，農業や軽工業の生産物はその投下労働量に比して相対的に

低い価格で交換されていることを意味する。この値が他部門のそれに比して大

きいことはそれだけでは必ずしも労働生産性が低いことを意味するわけではな

い。 前に触れたように労働の交換率が不利であることを表わしているわけであ

る・ すなわち単位価額当１の投下労働量（青） １よ・国内の諸部門間の労働生

産性の大小の測度ではなく ，国内の諸部門間の不等価交換の測度なのである 。

周知のように，資本制経済においては各部門の有機的構成の相違から　般に価

格は投下労働量（価値）から乖離する。さらに，独占の存在や一時的需給によ

っても不等価交換の状態は影響される 。

　全体としての不等価交換の度合いを比較するために，表２ ，表３の部門ごと

の投下労働量のぱらつきの大きさを変動係数（・０ｅ冊・ｌｅｎｔ・ｆ　Ｖ・・１・ｔｌＯｎ，漂準偏差／

平均）によっ て示したものが表４である。全体としての部門間不等価交換の度

　　　　　　　　　　　　　　　　（３８）
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表２　投下労働量（日本，１００万円当り時間）

部　　　門
１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５

（１）農林水産 ６２１７ ３７０８ １６２０ １２１７ ９６５

（２）鉱　　　業 ３１７９ １４９０ ７２１ ４２０ ３７７

（３）食品工業 ４３２６ ２２６８ １０６９ ６９３ ５５１

（４）繊維工業 ４８５１ ２５８５ １２０８ ７５４ ６６７

（５）木材 ・木製品 ４８５７ ２２９７ １０７９ ７２７ ５４２

（（１）紙

・印刷
３２８４ １６０３ ７７８ ５２３ ４０３

（７）ゴム ・皮革 ３８０３ １８９３ ９１７ ５９９ ４１７

（８）化　　　学 ２６５１ １２０９ ６４５ ４３１ ３１３

（９）石油 ・石炭製品 １９０４ ９６８ ６４０ ４２８ ３０２

（１

す窯業土石
３１００ １５２４ ７６１ ５０６ ３７８

（ｌｌ）鉄　　鋼 ２７９８ １１７５ ６２７ ４０２ ３０９

（１

→非鉄金属
２８５２ １４８９ ６９８ ４２７ ３６２

（１

勾金属製品
３１３６ １５１５ ７８４ ５３３ ４２１

（１

勾一般機械
２９９１ １３３１ ７１１ ４８１ ３６０

（灼電気機械 ３０７８ １４３９ ７６４ ４８４ ３８０

（１

→輸送機械
３０３０ １４８０ ７１３ ４９５ ３７８

（１

づ精密機械
３４０５ １５５０ ８３２ ５２６ ４０４

（１

萄その他製造業 ３８９７ １７６１ ８６２ ５７１ ４８０

（ゆ建設土木
３９６６ １７４７ ８４１ ５７７ ４７９

的電気ガス 水道 ２１７０ １０５３ ５８６ ３９１ ３０９

偉１）運　　　輸 ３２０５ １６３２ ７７３ ５１７ ４１１

幽通　　信
２８６３ １４７１ ７５１ ４６４ ３４９

的商　　　業
４１５３ １９４９ ９３９ ６０４ ５０７

帥金融 ・保険
２００４ ９１３ ４６３ ３４７ ２６３

的不　動　産
１６９３ ７２５ ３９６ ２５８ ２０９

的公　　務
２６１８ １５７２ ６３２ ４８２ ３９４

吻サ ービス
３８３８ ２０５６ ８９７ ６１５ ４６３

鯛そ　の　他
２７８４ １２９４ ７９９ ４９０ ３４７

全　産　業 ３４１８ １７０７ ８０６ ５３４ ４２０

軽工業（第３一第７）平均 ４２３８ ２２０１ １０３０ ６６３ ５２３

基礎重工業（８－１３）平均 ２７２９ １２９８ ６８２ ４５０ ３３９

機械工業（１４－１７）平均 ３０５２ １４３３ ７３３ ４９０ ３７６

製　　造　　業　（３－１８）平均 ３４１６ １７００ ８２４ ５３８ ４１６

第１ ，２次部門　（１－２２）平均 ３５９３ １７９６ ８５１ ５５９ ４４０

第３次部門　（２３－２７）平均 ３１６１ １５９２ ７４５ ５０３ ４００

（３９）
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表３　投下労働量（アメリカ ，１万ドル当り時間）

部　　　門
１９６７ １９７２ １９７７ １９８２ １９８５

（１）農林水産 ２７５１ １８８０ １２３５ ７９６ ６９６

（２）鉱　　　業 １１６４ ８８２ ５０１ ２７６ ２７９

（３）食品工業 ２０９９ １４９０ ９５２ ６６１ ５７３

（４）繊維工業 ２６０１ ２０２６ １２２８ ８２８ ７５０

（５）木材 ・木製品 ２４５６ １７３２ １０８５ ７９０ ６９２

（６）紙 ・印刷
１９６１ １４７８ ９２０ ６２４ ５５０

（７）ゴム ・皮革 ２１１０ １５４５ ９７５ ６６２ ５９７

（８）化　　　学 １６６２ １２８１ ８４５ ５８２ ５０６

（９）石油 ・石炭製品 １４５０ １１８９ ７８４ ４５２ ４３６

¢◎窯業土石
２０４９ １４３９ ９１４ ６３２ ５４８

帥鉄　　　鋼
１９７８ １３６７ ８７８ ６２７ ４９６

¢劣非鉄金属
２０１９ １４６９ ９０９ ６７０ ５５３

崎金属製品
２０１５ １４６５ ９１４ ６１７ ５４５

岬一般機械
２０２１ １４５１ ９０３ ６４９ ５７７

域電気機械
２０３６ １５２５ ９６６ ６７３ ６１１

蝸輸送機械
２０２９ １３８３ ８８４ ６０５ ５３２

帥精密機械
１８５５ １３２５ ８５７ ５９６ ５４９

閥その他製造業 ２２８９ １７２４ １０３９ ６８４ ６６２

岬建設土木
２２１４ １５５８ １０８１ ７４３ ６５６

的電気ガス 水道 １５６０ １１０８ ７５３ ４５０ ３９０

釧運　　　輸
２０９０ １４５５ ９３３ ６０２ ５５１

鈎通　　　信
１４３１ １０７２ ６６２ ４８５ ４４３

的商　　　業
２１６９ １５０８ １００９ ７１６ ６１８

帥金融 ・保険
２０２２ １４４４ ９６２ ７０３ ６０７

陶不　動　産
９０９ ５９８ ３８２ ２４６ ２２７

的公　　　務
２９４９ １９５９ １３２３ ８１７ ６９４

帥サ ービス
２２７９ １６４７ １０５６ ７２２ ６１３

鯛そ　の　他
３５６８ ２１７９ １４７６ １０５７ ８７５

全　産　業
２０７４ １４６４ ９４５ ６３０ ５５４

軽工業（第３一第７）平均
２２１０ １６２９ １０１４ ６９３ ６１０

基礎重工業（８－１３）平均 １８３３ １３５９ ８６１ ５６１ ５０１

機械工業（１４－１７）平均 ２０１９ １４３５ ９０８ ６３９ ５７０

製造業（３－１８）平均 ２０４１ １４９３ ９３２ ６３２ ５６４

第１ ，２次部門（１－２２）平均 ２０５８ １４８２ ９３７ ６１２ ５５２

第３次部門（２３－２７）平均 ２０７７ １４３５ ９５１ ６４３ ５５２

（４０）
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合いが大きいほど，変動係数は大きくなるわけである 。

　　　　　　　　表４　単位価額当たり投下労働量の変動係数（％）

４１

日　本 ＵＳＡ

年 全産業 製造業 年 全産業 製造業

１９６５ ２９ ，４ ２２ ．９ １９６７ ２１ ．８ １２ ．８

７０ ３５ ．５ ２６ ．０ ７２ ２０ ．８ １２ ．９

７５ ２９ ．４ ２０ ．３ ７７ ２１ ．３ １Ｏ ．９

８０ ３２ ．３ １９ ．５ ８２ ２２ ．４ １２ ．５

８５ ３３ ．７ ２３ ．０ ８５ ２１ ．４ １３ ．Ｏ

この表から次のことがわかる 。

　０　日米の全産業，製造業のとれをとっ ても ，年による変動はあるか増大 ・

減少のいずれの傾向も見いだし難いこと 。

　　　とくに日本の場合，好況期（７０年 ：ＧＮＰ成長率１０．８％，８５年 ：同４．９％）に

は不等価交換の度合いは拡大し，不況期（６５年 ：ＧＮＰ成長率５．９％，７５年 ：同

２．

７％）には縮小していること。これは投資材ほど景気の状態によっ て一時的

需給が大きく変動することによるものと考えられる 。

　　　日本の不等価交換の状態は，全産業および製造業内部ともにアメリカよ

りもかなり大きいこと 。変動係数でみるかぎり ，各年を通じて全産業でおよそ

アメリカの１５倍，製造業内部て２倍に近い。全産業間の不等価交換について

は， 日本の場合は農林水産部門の単位価額あたりの労働量が際だって大きく ，

他方アメリカの場合はそのような格差はみられないから，この結果は意外なも

のてはないか，製造業については必ずしもそうてはない。この両国間ての差は

少なくとも８５年にいたる約２０年間持続しているから，一時的需給の影響ではな

い。 残り２つの要因，すなわち有機的構成の相違およぴ独占の存在 ・価格支配

力の差，のいずれによっ てとの程度両国製造業内部の不等価交換状態の差を説

明できるかは，今後の課題である 。

　さて，（４）にみるように各生産物の投下労働量は直接労働と間接労働によっ て

構成され，間接労働は国産の中間投入，消耗した国産の固定設備，および輸入

品投入のそれぞれ投下労働量からなる。総投下労働量に占めるこれらの構成比

　　　　　　　　　　　　　　　　（４１）
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表５　要因別労働投入比率（日本，％）

直接労働
１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５

全　産　業 ４５ ．７ ４７ ．８ ４５ ．９ ４４ ．４ ４７ ．１

農林水産
７１ ．０ ７２ ．３ ７０ ．６ ６７ ．５ ６９ ．０

軽工業（第３一第７）平均 ２３ ．１ ２５ ．８ ２６ ．７ ２５ ．９ ２９ ．６

基礎重工業（８－１３）平均 ２３ ．３ ２４ ．３ ２１ ．２ １７ ．５ ２０．８

機械工業（１４－１７）平均 ３０．８ ２９ ．６ ３１ ．６ ２８ ．９ ２９．０

製造業（３－１８）平均 ２５ ．６ ２６ ．７ ２６ ．７ ２４ ．５ ２７ ．４

第１，２次部門（１－２２）平均 ３５ ．６ ３７ ．５ ３４ ．９ ３３ ．４ ３６ ．４

第３次部門（２３－２７）平均 ６３ ．６ ６３ ．３ ６３ ．６ ６０ ．５ ６０．４

間接労働（中間投入） １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５

全　産　業 ３３ ．４ ３２ ．８ ３１ ．２ ３０．５ ３０ ．６

農林水産
２０ ．０ １９ ．８ １９ ．４ ２０ ．５ ２０．７

軽工業（第３一第７）平均 ５７ ．３ ５６ ．３ ５２ ．６ ５２ ．０ ５１ ．０

基礎重工業（８－１３）平均 ３６ ．２ ３４ ．３ ３０ ．１ ２７ ．７ ３１ １５

機械工業（１４－１７）平均 ４５ ．２ ４６ ．６ ４５ ．３ ４６ ．２ ４７ ．３

製造業（３－１８）平均 ４８ ．７ ４８ ．７ ４４ ．３ ４３ ．４ ４４ ．９

第１ ，２次部門（１－２２）平均 ４０．７ ３９ ．９ ３８ ．０ ３６ ．７ ３７ ．８

第３次部門（２３－２７）平均 ２０ ．１ ２２ ．０ ２０ ．２ ２１ ．１ ２１ ．６

間接労働（固定設備） １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５

全　産　業
１１ ．８ １０ ．６ １０ ．５ １０ ．６ １２ ．０

農林水産
６． ２ ５．

５ ５． ９ ６． ８ ６． ８

軽工業（第３一第７）平均
８． ０ ６．

９ ７． ３ ７． ３ ７．
７

基礎重工業（８－１３）平均 １４ ．９ １３ ．４ １１ ．６ ９． ６ １１ ．３

機械工業（１４－１７）平均 １１ １９ １１ ．５ １１ ．１ １０ ．３ １２ ．６

製造業（３－１８）平均 １０．８ ９． ６ ９．
５ ８． ８ １０ ．１

第１ ，２次部門（１－２２）平均 １１ ．６ １Ｏ．６ １０ ．２ ９． ９ １１ ．２

第３次部門（２３－２７）平均 １２ ．３ １０ ．６ １０ ．９ １１ ．６ １２ ．８

間接労働（輸入品） １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５

全　産　業
９． １ ８． ８ １２ ．４ １４ ．５ １０．２

農林水産
２．
９ ２． ４ ４． ０ ５． １ ３．

５

軽工業（第３一第７）平均
１１ ．６ １１ ．０ １３ ．３ １４ ．９ １１ ．６

基礎重工業（８－１３）平均 ２５ ．７ ２８ ．０ ３７ ．１ ４５ ．１ ３６ ．３

機械工業（１４－１７）平均 １２ ，０ １２ ．３ １２ ．１ １４ ．７ １１ ．２

製造業（３－１８）平均 １４ ．９ １５ ．１ １９ ．４ ２３ １３ １７ ．６

第１ ，２次部門（１－２２）平均 １２ ．１ １２ ．０ １６ ．９ ２０ ．１ １４ ．６

第３次部門（２３－２７）平均 ４． ０ ４． １ ５． ３ ６． ８ ５． ０

第三次部門からの問接労働 １９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５

全　産　業
１４ ．６ １５ ．２ １８ ．２ ２０．６ １９ ．６

農林水産
４． ８ ４． ２ ５． ８ ６． ７ ６． ６

軽工業（第３一第７）平均 １３ ．２ １２ ．８ １５ ．８ １７ ．５ １６ ．９

基礎重工業（８－１３）平均 ２１ ．３ ２２ ．５ ２４ ．７ ２７ ．９ ２７ ．２

機械工業（１４－１７）平均 １８ ．０ ２２ ．０ ２２ ．４ ２４ ．８ ２４ ．５

製造業（３－１８）平均 １６ ．７ １７ ．４ ２０ ．０ ２２ ．５ ２１ ．９

第１ ，２次部門（１－２２）平均 １４ ．６ １５ ．２ １８ ．２ ２０ ．６ １９ ．６

（４２）
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　表６　要因別労働投入比率（アメリカ ，％）

４３

直接労働
１９６７ １９７２ １９７７ １９８２ １９８５

全　産　業 ４９ ．１ ５１ ．６ ４９ ．７ ４９ ．４ ４９ ．８

農林水産
４４ １３ ４３ ．７ ４４ ．８ ４３ ．９ ４４ ．９

軽工業（第３一第７）平均 ３２ ．３ ３２ ．７ ３１ ．０ ２９ ．７ ３１ ．１

基礎重工業（８－１３）平均 ３０ １７ ３２ ．３ ２５ ．２ ２３ ．６ ２５ ．０

機械工業（１４－１７）平均 ３６ ．３ ３８ ．７ ３６ ．５ ３６ ．９ ３４ ．４

製造業（３－１８）平均 ３３ ．４ ３４ ．６ ３１ ．１ ３０ ．３ ３０ ．８

第１ ，２次部門（１－２２）平均 ３７ ．０ ３８ ．９ ３６ ．０ ３４ ．８ ３６ ，１

第３次部門（２３－２７）平均 ６６ ．４ ６８ ．６ ６７ ．７ ６５ ．４ ６３ ．７

間接労働（中間投入） １９６７ １９７２ １９７７ １９８２ １９８５

全　産　業
３９ ．２ ３４ ．８ ３３ ．４ ３２ ．５ ３０ ．９

農林水産
４４ ．Ｏ ４２ ．６ ３９ ．１ ３８ ．１ ３５ ．７

軽工業（第３一第７）平均 ５７ ．７ ５３ ．７ ５２ ．４ ５１ ．４ ４８ ．１

基礎重工業（８－１３）平均 ４９．５ ４５ ．６ ４０ ．５ ４１ ．６ ４０ ．３

機械工業（１４－１７）平均 ４８ ．４ ４４ ．２ ４３ ．６ ３９ ．９ ３９ ．６

製造業（３－１８）平均 ５２ ．４ ４８ ．６ ４６ ．０ ４４ ．７ ４２ ．９

第１ ，２次部門（１－２２）平均 ４９ ．Ｏ ４４ ．７ ４２ ．１ ４１ ．４ ３８ ．９

第３次部門（２３－２７）平均 ２５ ．Ｏ ２１ ．５ ２１ ．９ ２２ ．８ ２２ ．７

間接労働（固定設備） １９６７ １９７２ １９７７ １９８２ １９８５

全　産　業
８． ９ ８． ８ ８． １ １０ ．１ １１ ．７

農林水産
９． ５ ９． ７ ９， ５ １１ ．２ １２ ．７

軽工業（第３一第７）平均
６． ８ ７． ４

７．

５ ９． ３ １Ｏ ．５

基礎重工業（８－１３）平均 １３ ．２ １２ ．２ １０ ．４ １４ ．６ １８ ．０

機械工業（１４－１７）平均 １０ ．９ ８．
４ ７． ７ １０ ．７ １１ ．５

製造業（３－１８）平均
９． ８ ８． ９ ８． ４ １１ ．３ １２ ．９

第１ ，２次部門（１－２２）平均 １０ ．１ ９． ６ ８． ９ １１ ．７ １３ ．３

第３次部門（２３－２７）平均 ７． ３ ７． ９ ７１ ２ ８． ５ １０ ．１

間接労働（輸入品） １９６７ １９７２ １９７７ １９８２ １９８５

全　産　業
２．
８

４．
７ ８．

７ ８．
０ ７．

７

農林水産
２． ２ ４． ０ ６． ６ ６． ９ ６．

７

軽工業（第３一第７）平均
３． ２ ６． ２ ９， ２ ９． ６ １０ ．３

基礎重工業（８－１３）平均
６． ６ ９． ９ ２３ ．９ ２０ ，３ １６ ．７

機械工業（１４－１７）平均
４． ４ ８．

７ １２ ．１ １２ ．５ １４ ．６

製造業（３－１８）平均
４． ４ ７． ９ １４ ．５ １３ ．７ １３ ．５

第１ ，２次部門（１－２２）平均 ３． ９ ６． ８ １２ ．９ １２ ．１ １１ ．６

第３次部門（２３－２７）平均
１．
２

１．

９ ３． ２ ３． ３ ３． ４

第三次部門からの間接労働 １９６７ １９７２ １９７７ １９８２ １９８５

全　産　業
１９ ．７ １８ ．４ ２１ ．２ ２２ ．９ ２４ ．０

農林水産
１５ ．２ １４ ．０ １６ ．１ １７ ．２ １８ ．８

軽工業（第３一第７）平均
１７ ．３ １７ ．５ ２０ ．３ ２２ ．４ ２３ ．８

基礎重工業（８－１３）平均 ２３ ．３ ２２ ．０ ２６ ．２ ２７ ，２ ２８ ．３

機械工業（１４－１７）平均 １８ ．１ １８ ．８ ２１ ．２ ２２ ．６ ２５ ．２

製造業（３－１８）平均 １９ ．１ １９ ．０ ２２ ．４ ２３ ，９ ２５ ．５

第１ ，２次部門（１－２２）平均 １９ ．７ １８ ．４ ２１ ．２ ２２ ．９ ２４ ．０

（４３）
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率を集約した部門について示したものが表５ ，表６である。これらの表には ，

いわゆる経済のサ ービス化の影響をみるために，商業，金融 ・保険，不動産 ，

　　　　　　　　　　　　　　　７）公務・サービスなどの第３次部門からの間接的労働投入の比率も計算している
。

　これらの表について特徴的であると思われるのは次の諸点である
。

　○　産業全体でみると直接労働比率は，４６％前後の日本に対しアメリカが

５０％前後と日本より常に２－５ポイント高い。産業別では，農林水産では２５ポ

イソト以上日本の方が高いものの，製造業で４－７ポイント ，第三次産業で３

ポイ：／ト前後アメリカのほうか高い。なお，両国とも直接労働比率自体にはそ

れほど明確なトレンドはみられない 。

　　　間接労働要因については，日本の場合には国産品中問投入，固定設備消
耗， 輸入品投入のいずれも ，集約化された産業分類でみるかぎり ，どれについ

ても趨勢的な変化は比較的小さく安定的である。これにたいしてアメリカの場
合， 上述のとおり直接労働比率，従って間接労働比率自体も１８年間にわた って

ほぽ一定であるが，その内訳をみるとかなり明確な趨勢的変化が認められる
。

すなわち，国産品中間投入については第３次部門が約２ポイント減にとどまっ

ているのを例外として，全産業平均で６７年から８５年の間に８ポイ１／トも減少し

てきている（日本の場合約３ポイントの減）。 その減少分を埋めているのが輸入品

投入（プラス約５ポイント）と固定設備消耗（プラス約３ポイント）である。特に

製造業において輸入品投入比率は６７年の４．４％から８５年の１３．５％へと３倍，９

ポイントの増とな っており（日本は２．７ポイソト），この間の急速な生産財の輸入

代替の進行を示している。また，固定設備についても８２年以降上昇して８５年に

は７年前に比して５ポイント近くの増とな って日本を逆転している（日本の場
　　　　　　　８）合ほとんど変化無し）。

　　　アメリカの直接労働比率が数ポイ１／ト日本より高いことは，基本的には

間接労働のうち輸入品投入の比率の相対的低さに対応している。国産品中間投

入については急速に低下して８５年には日本のそれと同じ水準になるが，それま

では日本より高いのである。しかし機械工業については明瞭に国産品中間投入

の比率か低いことか原因であろう 。これはアメリカ機械工業における企業の内

　　　　　　　　　　　　　　　　（４４）
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生化率の高さを反映しているものと考えられる 。

　＠　第三次部門からの間接労働の投入比率については，日米とも全体として

この約２０年間に５ポイノト程度局まっ ており ，いわゆる経済のサ ーヒス化傾向

をこの面でも裏づげている。ただし日本の場合，農林水産および軽工業とそれ

以外の製造業とではこの面では対照的であ って，後者がその比率においてアメ

リカとほぽ差がないのに対し，農林水産はアメリカの１／３，軽工業はアメリカ

より約５ポイノト下回る水準とな っている 。

　　７）ふつうはこれらに運輸 ・通信を加えたものを第３次産業というが，運輸 ・通信

　　　が物的生産活動にたいしてより直接的に関わることを考慮して，ここでは第三次

　　　産業をこのように狭い意味で使っている 。

　　８）１９８１年の経済再建租税法（ＥＲＴＡ）以後，減価償却引当金の積み増しが進め

　　　られたことを反映しているものと思われる 。（『アメリカ経済白書』１９８９年版第１

　　　章参照 。）

［５１労働生産性上昇率の日米比較

　名目単位産出額当たりの部門別投下労働量についての表２および表３をそれ

ぞれの部門別価格指数でデ フレートして実質化し，期間ごとの年平均変化率を

計算したものが表７および表８である 。

　いま ，〃第ゴ生産物の価格，加 ：基準年の第ゴ生産物価格
，考Ｒ
第ゴ生産物

の実質単位価額当たりの投下労働量とすれば，第ゴ財の基準年の価格１単位当

たりの投下労働量は，簡単のために固定設備や輸入を無視すれば ，

　　ち　　々　　Ａ

　　ク刀　Ａ　　ク氾

　　　　　 ”　　あ　　ら　　Ａ　　 ７三　Ａ　　　　＝　 ０１

、一・　　 ・　　十　　
・

　　　　　ノーｌ　　Ａ　　あ　　戸の　Ａ　　戸犯

　　　　　 ”　　戸刃　　ら　　乃
　　　　＝　伽　　 ・　十
　　　　　 １－１　　〃刀　ク刃　ク犯

　　　　　 ”　 Ｒ　ら　　篶
　　　　＝　巧、・　十　　　　　 ！一１　　伽　　伽
　　　　　　Ｒ　　伽　（ただし ，％、：ｏフ、　， すなわち基準年価格て実質化した投入係数）
　　　　　　　　　Ａ Ｏ

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４５）
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表７　実質産出額当たり投下労働量の変化率（日本，年率％）

部　　門
６５－７０ ７０－７５ ７５－８０ ８０－８５ ６５－７５ ７５－８５ ６５－８５

（１）農林水産
一４ ．１ 一４ ．４ 一１ ．３ 一４ ．１ 一４ ．３ 一２ ．７ 一３ ．５

（２）鉱　　　業
一１３ ．２ 一４ ．０ 一４ ．１ 一３ ．５ 一８ ．７ 一３ ．８ 一６．３

（３）食品工業
一８ ．０ 一４ ．７ 一３ ．７ 一３ ．０ 一６ ．４ 一３ ．３ 一４ ．９

（４）繊維工業
一８ ．５ 一６ ．２ 一４ ．５ ０． ３ 一７ ．３ 一２ ．１ 一４ ．８

（５）木材 ・木製品
一９ ．７ 一５ ．３ 一〇．５ 一６ ．８ 一７ ．５ 一３ ．７ 一５ ．６

（６）紙

・印刷
一８ ．４ 一２ ．６ 一１ ．２ 一５ ．３ 一５ ．６ 一３ ．３ 一４ ．４

（７）ゴム ・皮革
一１１ ．１ 一１ ．８ 一１ ．８ 一７ ．Ｏ 一６ ．６ 一４ ．４ 一５ ．５

（８）化　　　学
一１５ ．６ 一２ ．５ 一１ ．５ 一８ ．０ 一９ ．３ 一４ ．８ 一７ ．１

（９）石油 ・石炭製品 一９ ．９ １６ ．２ ７． ９ 一７ ．４ ２．
３ 一０ ．１ １．

１

¢◎窯業土石
一ｇ ．２ 一１ ．５ 一１ ．７ 一４ ．４ 一５ ．５ 一３ ．１ 一一４ ．３

○鉄　　　鋼
一１３ ．４ 一２ ．１ 一２ ．６ 一６ ．６ 一７ ．９ 一４ ．６ 一６ ．３

胸非鉄金属
一９ ．３ 一８．３ ０． １ 一５ ．４ 一８ ．８ 一２ ．７ 一５ ．８

岬金属製品
一１１ ．０ 一４ ．０ 一３ ．５ 一３ ．１ 一７ ．６ 一３ ．３ 一５ ．５

岬一般機械
一１２ ．１ 一３ ．１ 一５ ．２ 一５ ．３ 一７ ．７ 一５ ．２ 一６ ．５

蝸電気機械
一１２ ．２ 一７ ．０ 一８ ．４ 一５ ．８ 一９．７ 一７ ．１ 一８ ．４

○ず輸送機械
一９ ．８ 一５ ．０ 一３．４ 一４ ．４ 一７ ．４ 一３ ．９ 一５ ．７

帥精密機械
一１２ ．６ 一４ ．８ 一８ ．４ 一５ ．７ 一８ ．８ 一７ ．０ 一７ ．９

胸その他製造業
一１４ ．２ 一２ ．８ 一３ ．３ 一２ ．１ 一８ ．６ 一２ ．７ 一５ ．７

岬建設土木
一９ ．４ 一３ ．７ ０． ２ 一３ ．３ 一６ ．６ 一１ ．６ 一４ ．１

的電気ガス 水道
一１２ ．９ １．

５
４． ２ 一１ ．０ 一６ ．Ｏ １．

６ 一２ ．３

帥運　　　輸
一８ ．８ 一３ ．０ 一０ ．９ 一１ ．９ 一６ ．Ｏ 一１ ．４ 一３ ．７

幽通　　　信
一８ ．９ 一９ ．７ ２． ０ 一６ ．５ 一９ ．３ 一２ ．４ 一５ ．９

的商　　　業
一１０ ．８ 一４ ．４ 一２ ．８ 一２ ．２ 一７ ．７ 一２ ．５ 一５ ．１

的金融 ・保険
一８ ．４ 一１ ．５ 一１ ．８ 一４ ．８ 一５ ．Ｏ 一３ ．３ 一４ ．２

的不　動　産
一９ ．０ 一３ ．５ 一１ ．３ 一０ ．５ 一６ ．３ 一０ ．９ 一３ ．７

的公　　　務
４．
５ 一８ ．８ Ｏ． ７ 一１ ．２ 一２ ．４ 一０ ．３ 一１ ．３

帥サ ービス
一５ ．３ 一３ ．１ 一１ ．３ 一３ ．１ 一４ ．３ 一２ ．２ 一３ ．２

鯛そ　の　他
一１２ ．１ ０． Ｏ 一３ ．５ 一５ ．８ 一６ ．２ 一４ ．６ 一５ ．４

全　産　業
一９ ．１ 一４ ．５ 一２ ．３ 一３ ．５ 一６ ．８ 一２ ．９ 一４ ．９

軽工業（第３一第７）平均
一８ ．３ 一４ ．９ 一３ ．１ 一３ ．７ 一６．６ 一３ ．４ 一５ ．０

基礎重工業（８－１３）平均 一１２ ．４ 一３ ．２ 一〇 ．５ 一６ ．１ 一７ ．９ 一３ ．３ 一５ ．６

機械工業（１４－１７）平均
一１１ ．５ 一５ ．２ 一５ ．６ 一５ ．２ 一８ ．４ 一５ ．４ 一６ ．９

製造業（３－１８）平均
一１０ ．４ 一４ ．９ 一３ ．２ 一４ ．７ 一７ ．７ 一４ ．Ｏ 一５ ．９

第１ ，２次部門（１－２２）平均 一９ ．８ 一４ ．８ 一２ ．５ 一４ ．２ 一７ ．４ 一３ ．３ 一５ ．４

第　３　次　部　門（２３－２７）平均 一６ ．９ 一４ ．１ 一１ ．８ 一２ ．４ 一５ ．５ 一２ ．１ 一３ ．８

（４６）
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表８　実質産出額当たり投下労働量の変化率（アメリカ ，年率％）

部　　門
６７－７２ ７２－７７ ７７－８２ ８２－８５ ６７－７７ ７７－８５ ６７－８５

（１）農林水産
一１ ．２ ０．

５ 一４ ．４ 一４ ．５ 一０ ，４ 一４ ．５ 一２ ．２

（２）鉱　　　業 一２ ．２ ８． １ ７． ７ 一１ ．０ ２．
８ ４． １ ３． ４

（３）食品工業 一５ ．５ 一２ ．２ 一２ ．２ ０．
４ 一３ ．８ 一１ ．１ 一２ ．６

（４）繊維工業 一３ ．０ 一５ ，６ 一３ ．５ 一〇 ．９ 一４ ．３ 一２ ．８ 一３ ．６

（５）木材 ・木製品 一１ ．９ 一１ ．９ 一１ ．１ 一〇 ．４ 一１ ．９ 一〇 ．９ 一１ ．５

（６）紙　 ・印刷
一２ ．５ 一２ ．８ ０， ５ １．

０ 一２ ．７ Ｏ． ９ 一１ ．１

（７）ゴム ・皮革 一３ ．７ 一３ ．７ 一１ ．４ 一２ ．３ 一３ ．７ 一２ ．３ 一３ ．１

（８）化　　　学 一４ ．９ 一３ ，２ 一〇 ．３ 一１ ．７ 一４ ．Ｏ 一１ ．２ 一２ ．８

（９）石油 ・石炭製品 一３ ．０ 一０ ．４ ６． ２ ４．
４ 一１ ．７ ６．

７ ２．
０

（１

◎窯業土石
一２ ．０ 一２ ．３ 一０ ．１ 一〇 ．９ 一２ ．２ 一０ ．６ 一１ ．５

ｏｌ）鉄　　　鋼 一２ ．９ １．

０ ０．

８ 一４ ．３ 一１ ．０ 一２ ．２ 一１ ．５

（１

勾非鉄金属
一１ ．９ ０． ８

１１

５ 一３ ．４ 一０ ．６ 一１ ．２ 一０ １９

（１

勾金属製品
一１ ．９ 一０ ．７ 一０ ．１ 一１ ．８ 一１ ．３ 一１ ．２ 一１ ，２

（１

勾一般機械
一３ ．５ 一１ ．８ 一〇 ．４ 一８ ．９ 一２ ．６ 一５ ．９ 一４ ．１

（１

→電気機械
一４ ．３ 一４ ．６ 一２ ．１ 一０ ．８ 一４ ．４ 一１ ．８ 一３ ．３

（１

ｄ輸送機械
一４ ．６ 一４ ．Ｏ ２．

０ 一０ ．９ 一４ ．３ ０．
７ 一２ ．１

帥精密機械
一５ ．２ 一４ ．９ ０．

６ 一０ ．５ 一５ ．０ 一０ ．１ 一２ ．８

（１

萄その他製造業 一３ ．６ 一３ ．７ ２１ ４ 一０ ．５ 一３ ．７ １．

２ 一１ ．５

（１

句建設土木
４． ８

１．

８ ３．
５ 一〇 ．２ ３． ３ ２． ０ ２． ７

的電気ガス 水道 一３ ．９ 一０ ．９ 一〇 ．５ ０． １ 一２ ．４ 一０ ．３ 一１ ．５

¢１）運　　　輸 一２ ．７ 一２ ．３ １，

６
１．

２ 一２ ．５ １．

７ 一０ ．６

鋤通　　　信
一３ ．９ 一５ ，５ 一１ ．４ １．

２ 一４ ．７ 一０ ．１ 一２ ．７

的商　　　業
一３ ．１ 一１ ．０ ０．

６ 一１ ．４ 一２ ．１ 一０ ．５ 一１ ．４

帥金融 ・保険
一１ ．９ 一１ ．４ ０． ３

１．

３ 一１ ．６ １．

０ 一０ ．５

鯛不　動　産
一４ ．８ 一３ ．２ ０． ２

１，

７ 一４ ．０ １．

２ 一１ ．７

鯛公　　　務
０．
５ 一０ ．４ 一１ ．９ ０． ３ Ｏ．

０ 一１ ．Ｏ 一０ ．４

吻サ ービス
一１ ，１ 一１ ．６ １．

２ Ｏ． ２ 一１ ．３ ０． ９ 一０ ．３

鯛そ　の　他
一３ ，２ ０．

９
１．

３ 一３ ．３ 一１ ．１ 一１ ．３ 一１ ．２

全　産　業
一２ ．９ 一１ ．９ 一０ ．４ 一０ ．５ 一２ ．４ 一０ ．６ 一１ ．６

軽工業（第３一第７）平均 一３ ．７ 一３ ．６ 一２ ，２ 一０ ．１ 一３ ．７ 一１ ．５ 一２ ．７

基礎重工業（８－１３）平均 一３ ．０ 一２ ．１ 一０ ．０ 一０ ．４ 一２ ．５ 一０ ．３ 一１ ．５

機械工業（１４－１７）平均 一４ ．５ 一３ ．４ ０． １ 一３ ．５ 一３ ．９ 一２ ．２ 一３ ．１

製造業（３－１８）平均 一３ ．８ 一３ ．４ 一０ ．８ 一１ ．３ 一３ ．６ 一１ ．３ 一２ ．６

第１ ，２次部門（１－２２）平均 一３ ．２ 一２ ．５ 一０ ．９ 一０ ．８ 一２ ．９ 一１ ．Ｏ 一２ ．０

第　３　次部門（２３－２７）平均 一１ ．９ 一１ ．１ ０． １ 一〇 ．１ 一１ ，５ 一０ ．Ｏ 一〇 ．８

（４７）
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したがって ，

　　〆＝［１一が’ 「１〆

固定設備や輸入を考慮すれば ，

　　 〃Ｒ ［１一〃Ｒ’一Ｄし〆 ・則
■１

〆　　　　　　　　（８）

ただし，〆　＝（序，房，…
堵）

　　　　〃Ｒ：［考勺

　　　　ＤＲ ［堵１

　　　　〆’＝（冴，姥 ，… 鳩）

　　　　 ７Ｒ’＝（ヂ，ボ …，
７奈）

　もちろん，庁（：〃〃三）が既知であるこの場合は（８）で計算しなくても ，

〆一（去（麦：）一 六
でよい 。

　さて，実質単位産出額当たりの投下労働量の減少は労働生産性の上昇に他な

らないから，これらの表は両国各部門の労働生産性上昇のテ：■ポを示している 。

投下労働量の減少率（マイナスの数値）か高いほど労働生産性上昇率は高いわけ

である 。

　表７と表８から［３１においてマクロ の数値についてみたのとほぽ同様の特

徴が部門別のこの場合にもみられることがわかる。すなわち目本は第一に，ほ

ぽ２０年間の平均上昇率において，ほとんどの部門においてアメリカよりも２－

３倍早いテソポで生産性を上昇させてきている。全産業平均でアメリカの

１．

６％にたいして４．９％，製造業全体の平均では２．６にたいして５．９％，第３次部

門でＯ．８％に対して３．８％，農林水産においても２．２％に対して３．５％とアメリカ

を上回る速さである。第二に，この間を７５年で２つに区分すれば後半の時期に

は上昇のスピードはほとんどの部門で前半に比べ半減している。これはアメリ

カの場合も同様である。さらに部門ごとにより詳しくみると次のようなことが

わかる 。

　０この期間もっとも大きく労働生産性を上昇させた部門は日米とも機械工業

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４８）
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てある。日本の場合，機械に次いで上昇率か高い基礎型重工業か７０年代に上昇

のテンポを急速に低下させたのに比べて，機械工業とりわげ電気機械，精密機

械は７０年以後も終始比較的高いテノポで生産性を上昇させてきた。アメリカの

場合はそうはい っても ，８２年一８５年の間に９％と急伸した　般機械を例外とし

て， ７７年以後は生産性の伸びは停滞している 。

　　　鉄鋼はこの２０年間の両国の生産性の伸ぴ率の格差かもっとも大きかった

部門の１つてある（アメリカ１５％，日本６３％）。 日本の場合，７０年代の生産性上

昇における鈍化から８０年以後回復傾向にある。ただし、鉄鋼のような装置産業

の場合，とりわけ日本では労働や固定設備の稼働率の低下と回復による影響が

かなり大きく表れている可能性は高いかも知れない。アメリカの鉄鋼も８０年代

にはいって以降，生産性はそれ以前の停滞 ・低下状態から脱して年率４％以上

という急速な上昇を示している 。

　　　軽工業については，部門によるぱらつきの小さい日本と対照的に，アメ

リカの場合はとくに７７年以後部門による格差が明瞭にな っている。繊維が７０年

代に生産性をかなり伸はしたのに対して，紙 ・印刷と食品においては生産性の

低下がみられる 。

　　　日本の農林水産部門は比較的安定的に生産性を上昇させてきており ，２０

年間の平均ではアメリカをしのいでさえいる。アメリカの場合，７７年以後一転

して４％を越える上昇率を示していることが特徴的である 。

　　　第３次部門については日米とも後半期には生産性上昇率の鈍化 ・停滞傾

向が特徴的である。特にアメリカの場合，部門平均でゼロ 成長であり ，さらに

立ち入って見ると金融 ・保険やサービスなどでは生産性は低下している 。

　さて，労働生産性の変化率を投入要因について分解して示したものか表９ ，

表１０である。この表の導出方法は概略次のとおりである 。

　すなわち ，（８）から ，

　　△〃Ｒ（・）：［１一〃Ｒ二ＤＲ二〆・ 厄「’１△・Ｒ

　　△へ〃）＝［１一（〃
Ｒ’

十△〃Ｒ
’）一ＤＲ二〃Ｒ ・Ｅ”ｒ

１・Ｒ

　　　　　　　一［１－Ａ”二ＤＲ二〃Ｒ ・Ｅ「■１〆

　　　　　　　　　　　　　　　　　（４９）
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表９　投下労働量変化の要因別寄与度（日本，年率％）

（１）直接労働 ６５－７０ ７０－７５ ７５－８０ ８０－８５ ６５－７５ ７５－８５ ６５－８５

全　産　業 一８ ．４ 一４ ．９ 一３ ．４ 一２ ．６ 一６ ．５ 一３ ．Ｏ 一４ ．８

農林水産
一４ ．６ 一４ ．９ 一２ ．６ 一３ ．４ 一４ ．９ 一３ ．１ 一４ ．１

軽工業（第３丁第７）平均 一６ ．６ 一４ ．９ 一３ ．３ 一２ ．３ 一５ ．５ 一２ ．８ 一４ ．０

基礎重工業（８－１３）平均 一１０ ．２ 一４ ．８ 一４ ．２ 一３ ．０ 一７ ．２ 一３ ．９ 一５ ．４

機械工業（１４－１７）平均 一１０ ．８ 一４ ．６ 一５ ．７ 一３ ．５ 一７ ．７ 一４ ．７ 一６ ．０

製造業（３－１８）平均 一ｇ ．０ 一４ ．８ 一４ ．３ 一２ ．８ 一６ ．７ 一３ ．７ 一５ ．０

第１ ，２次部門（１－２２）平均 一８ ．７ 一４ ．９ 一３ ．７ 一２ ．６ 一６ ．６ 一３ ．３ 一４ ．８

第３次部門（２３－２７）平均 一７ ．７ 一４ ．８ 一２ ．８ 一２ ．５ 一６ ．４ 一２ ．７ 一４ ．７

（２）中間投入 ６５－７０ ７０－７５ ７５－８０ ８０－８５ ６５－７５ ７５－８５ ６５－８５

全　産　業 一０ ．４ 一〇 ．１ Ｏ． ３ 一０ ．８ 一０ ．３ 一０ ．２ 一０ ．２

農林水産
Ｏ．
４ ０．

１ Ｏ．
７ 一〇．５ Ｏ．

３ ０．
１ ０．

２

軽工業（３－７）平均 一１ ．９ 一０ ．９ 一０ ．６ 一０ ．９ 一１ ．３ 一〇 ．７ 一０ ．８

基礎重工業（８－１３）平均 一２ ．４ 一０ ．１ Ｏ．
１ 一１ ．９ 一１ ．２ 一０ ．９ 一〇．８

機械工業（１４－１７）平均 一０ ．５ 一１ ．３ 一〇 ．５ 一１ ．４ 一０ ．６ 一０ ．８ 一０ ．５

製造業（３－１８）平均 一１ ．５ 一〇．９ 一０．４ 一１ ．３ 一１ ．０ 一〇 ．８ 一０ ．７

第１ ，２次部門（１－２２）平均 一１ ．０ 一０ ．３ Ｏ． ２ 一１ ．２ 一０ ．６ 一〇 ．４ 一〇．４

第３次部門（２３－２７）平均 Ｏ．
８ ０． １ Ｏ． ４ 一〇 ．１ ０． ４ ０． ２ ０．

３

（３）固定設備 ６５－７０ ７０－７５ ７５－８０ ８０－８５ ６５－７５ ７５－８５ ６５－８５

全　産　業 一０ ．Ｏ 一０ ．１ ０． Ｏ ０． ５ 一０ ．０ ０． ２ ０． ０

農林水産
０． ２ ０．

１ ０． ２ Ｏ．
Ｏ Ｏ．

１ Ｏ．
１ ０．

１

軽工業（３－７）平均
０． １ ０． １ 一０．０ Ｏ． ２ ０． １ ０． １ Ｏ． １

基礎重工業（８－１３）平均 一〇 ．４ 一０ ．２ 一０．２ ０．
４ 一０ ．３ Ｏ． １ 一０ ．１

機械工業（１４－１７）平均 一０ ．０ 一０ ．１ 一０ ．３ ０． ６ 一０ ．０ Ｏ． １ 一０ ．０

製　　造　　業（３－１８）平均 一〇 ．１ 一０ ．０ 一０ ．２ Ｏ．
４ 一〇 ．１ ０． １ 一０ ．Ｏ

第１ ，２次部門（卜２２）平均 一〇 ．１ 一０ ．１ 一０ ．１ ０． ４ 一〇 ．１ ０． ２ ０． ０

第　３　次部門（２３－２７）平均 Ｏ．
０ 一０ ．０ ０． ２ Ｏ． ５ ０．

０ Ｏ． ３ ０． １

（４）輸　入　財 ６５－７０ ７０－７５ ７５－８０ ８０－８５ ６５－７５ ７５－８５ ６５－８５

全　産　業
０． ３

１．

０
１．

６ 一０ ．４ ０． ５ ０．
６ ０． ４

農林水産
０． １ Ｏ． ４ ０．

５ 一〇 ．２ ０．
２ ０． ２ ０． １

軽工業（３－７）平均
Ｏ． ３

１．

１
１．

３ 一〇 ．４ ０． ５ ０．
５ Ｏ． ４

基礎重工業（８－１３）平均 ０．
８ ２． ８ ５． １ 一１ ．６ １．

１
１．

９
１．

０

機械工業（１４－１７）平均 ０．
３ Ｏ． ９

１．

５ 一〇 ．４ ０．
４ ０． ６ ０． ３

製造業（３－１８）平均 ０． ４
１．

４ ２． ４ 一０ ．７ ０． ６ ０． ９ ０．
５

第１ ，２次部門（卜２２）平均 ０． ４ １．

３ ２． ２ 一０ ．６ ０． ６ Ｏ． ８ Ｏ．
５

第　３　次部門（２３－２７）平均 ０． １ Ｏ． ６ Ｏ．
７ 一〇．２ ０． ３ ０．

３ ０． ２

第３次産業からの間接労働投入 ６５－７０ ７０－７５ ７５－８０ ８０－８５ ６５－７５ ７５－８５ ６５－８５

第１，２次部門（１－２２）平均 一２ ．４ 一０ ．１ 一０ ．７ 一１ １８ 一１ ．３ 一１ ．２ 一０ ．９

農林水産
一０ ．３ ０． １ ０． １ 一０ ．２ 一０ ．１ 一０ ．０ 一〇 ．１

軽工業（３－７）平均 一２ ．０ 一０ ．７ 一０ ．８ 一１ ．６ 一１ ．３ 一１ ．１ 一０ ．９

基礎重工業（８－１３）平均 一０ ．９ 一０ ．４ 一０ ．２ Ｏ． １ 一０ ．６ 一０ ．０ 一０ ．２

機械工業（１４－１７）平均 １．

８ 一５ ．３ Ｏ． １ 一０ ．８ 一０ ．４ 一〇．２ 一０ ．２

製造業（３－１８）平均 一２ ．８ 一１ ．８ 一１ ．０ 一２ ．４ 一２ ．０ 一１ ．６ 一１ ．４

（５０）
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表１０　投下労働量変化の要因別寄与度（アメリカ ，年率％）

（１）直接労働 ６７－７２ ７２－７７ ７７－８２ ８２－８５ ６７－７７ ７７－８５ ６７－８５

全　産　業
一１ ．０ 一２ ．１ 一０ ．８ 一１ ．３ 一１ ．４ 一１ ．Ｏ 一１ ．２

農林　水産
一１ ．２ Ｏ． １ 一３ ．３ 一２ ．９ 一〇 ．７ 一３ １１ 一１ ．８

軽工業（第３一第７）平均
一１ ．９ 一３ ．１ 一２ ．Ｏ １．

０ 一２ ．３ 一１ ．７ 一１ ．９

基礎重工業（８－１３）平均 一１ ．０ 一２ ．８ 一０ ．４ ２． ０ 一１ ．８ 一１ ．０ 一１ ．４

機械工業（１４－１７）平均 一１ ．６ 一３ ．５ 一０ ．７ 一４ ．６ 一２ ．３ 一２ ．３ 一２ ．１

製造業（３－１８）平均 一１ ．６ 一３ ．１ 一１ ．１ 一２ ．５ 一２ ．２ 一１ ．７ 一１ ．８

第１ ，２次部門（１－２２）平均 一１ ．２ 一２ ．５ 一１ ．１ １．
６ 一１ ．７ 一１ ，３ 一１ ．５

第　３　次部門（２３－２７）平均 一〇 ．５ 一１ ．５ 一０ ．５ 一０ ．７ 一〇 ．９ 一〇 ．６ 一０ ．８

（２）中間投入 ６７－７２ ７２－７７ ７７－８２ ８２－８５ ６７－７７ ７７－８５ ６７－８５

全　　産　　業 一１ ．６ ０． １ ０． ２ 一１ ．２ 一０ ．８ 一０ ．３ 一０ ．５

農林水産
一〇 ．１ Ｏ． ３ 一１ ．２ 一２ ．８ ０． １ 一１ ．７ 一０ ．７

軽工業（第３一第７）平均 一２ ，３ 一０ ．７ 一０ ．５ 一１ ．０ 一１ ．５ 一０ ．７ 一１ ．１

基礎重工業（８－１３）平均 一２ ．１ ０． １ ０． １ 一１ ．５ 一１ ．０ 一０ ．５ 一０ ．７

機械工業（１４－１７）平均 一２ ．５ 一０ ．４ 一０ ．８ 一２ ．２ 一１ ．４ 一１ ．４ 一１ ．３

製　　造　　業（３－１８）平均 一２ ．３ 一〇 ．４ 一０ ．４ 一１ ．６ 一１ ．４ 一０ ．８ 一１ ．１

第１ ，２次部門（１－２２）平均 一１ ．８ 一０ ．１ ０． Ｏ 一１ ．８ 一０ ．９ 一０ ．６ 一〇 ．８

第　３　次部門（２３－２７）平均 一１ ．１ ０． ３ Ｏ．
５ 一〇 ．４ 一０ ．４ ０． ２ 一〇 ．２

（３）固定設備 ６７－７２ ７２－７７ ７７－８２ ８２－８５ ６７－７７ ７７－８５ ６７－８５

全　産　業
一０ ．１ 一０ ．１ ０．

３
１．

６ 一〇 ．１ ０． ８ ０． ２

農林水産
Ｏ． ０ ０， １ 一０ ．０ １．

４ ０． １ ０．
４ ０．

２

軽　　工　　業（第３一第７）平均 ０． １ 一０ ，０ ０． ２
１．

７ ０．
０ ０．

７ ０． ２

基礎重工業（８－１３）平均 一０ ．２ 一０ ．２ ０． ６ ３． ３ 一０ ．２ １．

６ ０．
５

機械工業（１４－１７）平均 一０ ．４ 一０ ．２ ０， ７
１．

０ 一０ ．３ ０． ８ ０． １

製造業（３－１８）平均 一０ ．２ 一０ ．１ ０．
５

１．

９ 一０ ．１ １．

０ ０． ２

第１ ，２次部門（１－２２）平均 一０ ．１ 一０ ．１ ０．
４ ２．

０ 一〇 ．１ １．

０ Ｏ．
３

第　３　次部門（２３－２７）平均 一０ １１ 一０ ．２ ０． １
１．

１ 一０ ．２ ０． ５ ０． １

（４）輸　入　財 ６７－７２ ７２－７７ ７７－８２ ８２－８５ ６７－７７ ７７－８５ ６７－８５

全　産　業
Ｏ． ４ ０．

７
Ｏ，
４ Ｏ．

３ ０．
５ ０． ４ Ｏ．

４

農　林　水　産
０． ３ ０． ５ ０． ３ Ｏ． ２ ０． ４ ０． ２ ０． ３

軽工業（第３一第７）平均
Ｏ． ４ ０．

６ ０．
５

Ｏ．
７ ０．

５
０．
６

０．
４

基礎重工業（８－１３）平均
Ｏ． ６ ２． １ ０． ７ 一〇 ．２ １．

２ ０． ３ ０． ７

機械工業（１４－１７）平均 Ｏ． ６ Ｏ． ８
１．

Ｏ Ｏ． ６ ０． ６ ０． ８ ０． ６

製造業（３－１８）平均
Ｏ．
５

１．

０ Ｏ．
７ Ｏ． ４ Ｏ．

７ ０．
６ ０．

５

第１ ，２次部門（１－２２）平均 ０． ５
１．

０ ０． ６ Ｏ． ３ ０．
６ ０． ５ ０．

５

第　３　次部門（２３－２７）平均 Ｏ． １ ０． ３ ０． ２ ０． ２ ０． ２ ０． ２ Ｏ．
２

第３次産業からの間接労働投入 ６７－７２ ７２－７７ ７７－８２ ８２－８５ ６７－７７ ７７－８５ ６７－８５

第１ ，２次部門（１－２２）平均 一０ ．７ ０． ０ ０． ３ Ｏ．
２ 一０ ，３ ０．

３ 一０ ．１

農林水産
一〇 ．４ Ｏ． １ 一０ ．４ 一０ ．２ Ｏ． ０ 一０ ．３ 一０ ．１

軽　　工　　業（第３一第７）平均 一０ ．６ 一〇 ．１ ０． Ｏ ０． ５ 一０ ．３ ０． ２ 一０ ．１

基礎重工業（８－１３）平均 一０ ．７ Ｏ． ２ ０． ４ Ｏ． ４ 一０ ．３ ０， ４ 一〇 ．Ｏ

機械工業（１４－１７）平均 一〇 ．６ 一０ ．１ ０．
４ 一〇 ．２ 一〇 ．４ ０． ２ 一〇 ．１

製造業（３－１８）平均 一〇 ．６ 一〇 ．１ Ｏ． ３ Ｏ． ２ 一〇 ．３ ０． ２ 一０ ．１

（５１）
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　　△〃Ｒ（Ｄ）＝［１一〃し（１）叫△ＤＲ ’）一〆・ 厄”ｒ１〆

　　　　　　一［１一〃Ｒ二ＤＲ二〆 ・厄「一１〆

　　△〃Ｒ（〃厄）＝［１一〃Ｒ’一ＤＲ二 ぴ・ 厄斗△（〆 ・Ｅ ”））「１〆

　　　　　　一［１－Ａ”二ＤＲ ’一〆・ 厄「一１ Ｒ

　（ただし，△は異時点間の変化分を表し，例えぱ△〆：〆（叶１）イＲ（な））

とすれば ，

　　△〃Ｒ △〃Ｒ（・）十△・Ｒ（Ａ６）十△・Ｒ（Ｄ）十△へ〃亙）十△・伽

である。ここで，△〆＊は各変動要因が同時的に変化した場合の交絡項である 。

　こうして，実質価額当たりの投下労働量の異時点間の変化は，各投入要素ご

との変化の影響の和に近似的には分解できるわけである。表９と表１０の要因別

寄与度はこれをもとにして計算している。ここでは，紙幅の関係で統合部門に

ついての結果のみを掲げた。なお，第３次部門からの間接労働投入の寄与度に

ついても同様の方法による 。

　表９ ，表１０から観察される特徴は次の点である。０日本の場合，労働生産性

上昇の殆ど全てが直接労働の減少によっ て説明できる。アメリカについても勿

論数字は小さいもののほぼ同様の傾向であるが，中間投入の寄与度は日本の場

合より大きい。　固定資本の寄与度はそれ自体では両国とも小さいかまたは生

産性低下要因であるが，日本の場合，固定設備の増大か急速な直接労働の減少

を可能にしたと読むへきであろう 。　輸入財は両国とも概して生産性低下要因

である。特に日本の場合，７０年代の交易条件の悪化による影響は大きく ，基礎

重工業では実に５％以上も生産性を低下させる要因とな っている。＠日本と異

なり ，アメリカては７０年代後半以後，第３次部門か生産性低下要因に転じたこ

とが示されている 。

［６１労働生産性水準の日米比較

日米の部門ごとの労働生産性をその水準について比較するためには，等量の

　　　　　　　　　　　　　　　（２８）
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生産物の日米それぞれにおげる価額が（勿論，ドル表示と円表示で）必要である 。

これはその財の購買力平価にほかならない。つまり ，アメリカにおいて１ドル

で購入できる同種同量の財貨サービスを日本で購入する場合に必要とされる円

の量である。本稿では次の３種の購買力平価を用いて比較を試みた。０

０ＥＣＤが作成公表しているＧＤＰ全体に対する購買力平価，　生産性国際比

較専門委員会か１９７０年について作成した工業製品の購買力平価，　ＯＥＣＤの

ＧＤＰ項目ごとの購買力平価から筆者が試みに推定した財ごとの購買力平価
，

の以上である 。

　０　ＧＤＰ全体に対する購買力平価にもとづく比較

　ＯＥＣＤはメンバー 各国の主要なマクロ 経済指標を比較可能なものにするた

め・ １９７０年以降の各年についてＧＤＰ全体に対する購買力平価を作成 ・公表し

てきた。また，１９８５年には１９８０年について ，また１９８８年には１９８５年について
，

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　９）ＧＤＰの支出項目別（５７項目）の購買力平価を公表している。このうちＧＤＰ全

体に対する購買力平価によっ て， 日本の名目単位額当たりの投下労働量（表

２）をドル換算し，アメリカのそれとの比を求めたものが表１１である。この値

は同種同量の生産物を生産するために，日本がアメリカの何倍の投下労働量を

必要とするかを示している 。

　表１１によれば，わずかに１９８５年において金融 ・保険がアメリカの同部門とほ

ぽ同等であることを除いて，すべての部門 ・年でアメリカが日本にまさっ てい

る。 ８５年の段階での格差は，日本が投下労働量において，農林水産でアメリカ

の約３倍，鉄鋼，　般機械，電気機械で約１４倍，輸送機械，精密機械で１６倍

である。勿論，６５年（日本）と６７年（アメリカ）の時点では鉄鋼や機械工業で３

－４倍の格差があったのであるから，この問に日本は労働生産性において急速

に差を詰めてきたことは確かである 。

　さて，この購買力平価はどの財についても一律の価として適用されているわ

けだから，製造業，特に機械工業などにとっ ては適切ではない可能性がある 。

部門毎の購買力平価を適用した場合どうなるだろうか
。

（５３）
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　　　　　　　　表１１投下労働量の日米比（Ｎｏ．１）

　　　（ＧＤ　Ｐ購買力平価で換算した日本の投下労働量÷アメリカの投下労働量）

６５／６７ ７０／７２ ７５／７７ ８０／８２ １９８５

（１）農林水産
５． ６ ５． ０

３．
９

４． ０ ３． １

（２）鉱　　　業
６． ８ ４． ３ ４． ３ ４． ０ ３． ０

（３）食品工業
５． １ ３． ９

３．
３ ２．

７
２． １

（４）繊　維　工　業
４． ６ ３． ３ ２． ９ ２． ４ ２．

０

（５）木材 ・木製品
４． ９ ３． ４ ３．

０ ２． ４
１．

７

（６）紙　 ・　印　刷
４． ２ ２．

８
２．
５ ２． ２

１．

６

（７）ゴム ・皮革
４．
５

３． １ ２．
８ ２． ４

１．

６

（８）化　　　学
４． ０

２． ４ ２． ３
１．

９
１．

４

（９）石油 ・石炭製品
３． ３ ２． １ ２． ４ ２．

５
１．

５

¢◎窯業土石
３．
８

２．
７

２．
５

２．
１

１．

５

¢カ鉄　　　鋼
３． ５ ２． ２ ２． １

１．

７
１．

４

胸非鉄金属
３． ５ ２． ６

２．
３

１．

７
１．

５

陶金属製品
３． ９ ２． ６

２．
６ ２． ３

１．

７

岬一般機械
３． ７ ２． ３ ２． ３

１．

９
１．

４

蝸電気機械
３． ７

２． ４ ２． ４
１．

９
１．

４

蝸輸送機械
３． ７ ２． ７ ２． ４ ２． １

１．
６

帥精密機械
４．
６

３．
０

２．

９
２．
３

１．

６

岬その他製造業
４． ２ ２． ６ ２．

５ ２． ２
１．

６

岬建設土木
４． ４ ２． ９ ２． ３ ２． ０

１．

６

的電気ガス 水道
３．

５
２． ４

２．
３

２． ３
１．

８

刎運　　　輸
３． ８

２．
９

２． ５ ２． ３
１．

７

鯛通　　　信
５． ０ ３． ５

３． ４ ２． ５
１．

７

鯛商　　　業
４．
７

３． ３ ２． ８ ２． ２
１．

８

幽金融 ・保険
２． ５

１．

６
１．

４
１．

３
１．

０

胸不　動　産
４．
６

３．
１

３．
１ ２．

７
２．
０

的公　　　務
２． ２ ２． １

１．

４
１．

５
１．

３

的サ ービス
４． ２ ３． ２ ２． ５ ２． ２

１．

７

鯛そ　の　他
１．

９
１．

５
１．

６
１．

２ ０． ９

　　生産性国際比較専門委員会の購買力平価に基つく比較

　この生産性国際比較専門委員会とは（財）産業研究会の委託に対して（財）

日本生産性本部に設置された研究組織であ って ，１９８１，８２の両年に部門毎の付

　　　　　　　　　　　　　　　１０）加価値生産性の国際比較に関する調査結果を公表している 。

　この中で同委員会は国連の国際比較プ ロジ ェクトのＰｈａｓｅ　Ｏｎｅで公刊され

　　　　　　　　　　　　　　　　　　１１）たＩ　Ｂ　Ｋｒａｖ１ｓ 他の作成した購買力の比較テータを用いて工業製品の購買力平

　　　　　　　　　　　　　　（５４）
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　表１２　部門別購買力平価の試算値Ａ

１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５

（３）食品工業
３５２ ３７４ ４７２ ４９６ ４１１

（４）繊　維　工　業 ２６０ ２５２ ３２９ ３６６ ３５４

（５）木材 ・木製品
３１０ ３１６ ３８３ ３８３ ２８７

（６）紙　 ・　印　刷 ３３７ ３６７ ４８６ ４６２ ３４１

（７）ゴム ・皮革
３２７ ２７８ ４２１ ４２２ ３８１

（９）石油 ・石炭製品
６１４ ５９１ １０９６ １２３８ ５７８

（１

◎窯業土石
２４７ ２６０ ３４４ ３１３ ２７４

（ｌｌ）鉄　　　鋼 ３５５ ３３０ ３０８ ２６３ ２２８

（均非鉄金属
３２２ ３３０ ２３１ ２３５ １９６

（１

勾金属製品
３３６ ３３０ ３１５ ２８１ ２５８

（１

勾一般機械
３０５ ２９６ ３４７ ２７４ ３６０

（１

→電気機械
３４９ ３５８ ３７１ ３１７ ２４８

（均輸送機械
３３３ ３７４ ５２１ ４３８ ３２３

（１

づ精密機械
３３７ ３３０ ４１７ ３０４ ２４３

（１

勾その他製造業
３５３ ３１６ ４０２ ３０４ ３０６

（参）ＧＤＰ購買力平価　　２４７　　　２５６　　　２９８　　　２６２　　　２２２

出所）生産件国際比較専門委員会丁労働生産性の国際比較に関する調査研究』（１９８１）の１９７０年の部門別購買力平価
の試算値から計算

　　表１３　投下労働量の日米比（Ｎ。．
２）

（購買力平価Ａで換算した日本の投下労働量÷アメリカの投下労働量）

６５／６７ ７０／７２ ７５／７７ ８０／８２ １９８５

（３）食品工業
７． ３

５．
７

５．
３ ５． ２ ４．

０

（４）繊　維　工　業
４． ８ ３． ２ ３． ２ ３． ３ ３． １

（５）木材 ・木製品
６． １ ４． ２ ３， ８ ３． ５ ２． ２

（６）紙　 ・　印　刷
５． ６ ４． ０ ４１ １ ３． ９

２．
５

（７）ゴム ・皮革
５， ９

３． ４ ４． Ｏ ３． ８ ２． ７

（９）石油 ・石炭製品
８．
１

４．

８
８．

９ １１ ．７ ４．

Ｏ
（１

す窯　　業　　土　　石
３． ７

２． ８ ２． ９ ２． ５
１．

９

（ｌ１）鉄　　　　　　鋼
５．
０

２．

８
２． ２

１．

７
１．

４

（１

勾非鉄金属
４．
５

３． ３
１．

８
１．

５
１．

３

（１

勾金　　属　　製　　品
５． ２ ３． ４

２．
７

２． ４ ２． ０

（１

勾一　　般　　機　　械
４． ５

２．
７

２．
７

２． ０ ２． ２

（１

→電　　気　　機　　械
５． ３ ３． ４ ２． ９ ２． ３

１．

５

（ゆ輸　送　機　械
５．
０

４． ０
４，

２
３．
６

２．

３
（１

づ精　　密　　機　　械
６． ２ ３． ９ ４． ０ ２． ７

１．

８

（１

萄その他製造業
６． ０

３． ２ ３． ３ ２．
５

２． ２

（５５）



　５６　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第１号）

価を計算している。これは適切なデータがたかった化学を除く１５部門について

の１９７０年の購買力平価の試算値であ って，表１２はこれを目米両国の部門別テフ

レータによっ て他の時点にも伸ぱしたものである。表１３はこれに基づいて前と

同様の比率を計算したものである 。

　表１２によれば，この部門別の購買力平価のうちどの年をとっても ，その年の

ＧＤＰ全体に対する購買力平価よりも小さい購買力平価をもつ部門はきわめて

少数であることがわかる。従って，このデータにもとずく表１３の結果は当然な

がら若干の例外的部門を除いて，単一のＧＤＰ購買力平価による表１１の結果よ

り以上に日本の工業生産物の生産性を低く評価する結果とな った 。

　　　ＯＥＣＤデータによる購買力平価試算値にもとづく比較

　０ＥＣＤの作成した１９８５年のＧＤＰの支出項目別（５７項目）の購買力平価デー

タを，適切と思われる産業部門に割り振り ，これを１人当たりの支出額をウェ

イトにして加重平均して求めたものが表１４である。当然ながらＧＤＰの支出項

目についての購買力平価データであるから，中間財についてのデータはまっ た

く含まれていない。したが って，表１４もこれらの部門についての数値を欠いて

いる 。

　表１５がこれにもとづいて換算してもとめた投下労働量の日米比である 。

　表１４の購買力平価の試算値は値が得られた１４の部門のうち，繊維，　般機械 ，

電カガス水道，通信など，６５，７０年７部門，７５年６部門，８０，８５年にはそれぞ

れ５部門においてＧＤＰ購買力平価を下回っている。つまり表１２の数値に比し

て若干日本の側の価格を低めに，または（かつ）アメリカの側の価格を高めに

推計しているわけである。しかしながら，これを用いて換算した結果はどうで

あるかというと ，表１５に見る通り同じ１万ドルあたりの投下労働量において目

本がアメリカと同等である部門は８５年の公務のみであ った 。

　以上，３種類の購買力平価を用いた労働生産性に関する比較結果はいずれも ，

目本の労働生産性は少なくとも１９８５年の時点においては，すくれて強力な競争

力を価格面 ・技術面で持つとされている機械工業をふくめてほとんどどの産業

部門もアメリカのそれに追いつくには至っていなかったという事実を示唆して

　　　　　　　　　　　　　　　　　（５６）
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表１４　購買力平価試算値Ｂ

１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５

（１）農　　林　　水　　産 ２７４ ３０９ ３１７ ２９８ ３１１

（３）食　　品　　工　　業 ２４１ ２５６ ３２３ ３４０ ２８１

（４）繊　維　工　業
１７４ １６９ ２２１ ２４６ ２３８

（５）木材 ・木製品
５２７ ５３６ ６５０ ６５０ ４８７

（６）紙　 ・　印　刷
２８２ ３０７ ４０６ ３８６ ２８５

岬一　　般　　機　　械 ２２９ ２２２ ２６０ ２０６ ２７０

岬　電　　気　　機　　械 ２９８ ３０６ ３１７ ２７１ ２１２

○ず輸　　送　　機　　械 ２１８ ２４５ ３４１ ２８６ ２１１

（均建　　設　　土　　木 ５４６ ４４２ ４４３ ３８３ ２９７

的電気ガス 水道
１１７ １１８ １６８ １８９ １５７

隼１）運　　　　　　　輸 ３７３ ３８８ ５１２ ４５７ ３６６

鯛通　　　　　　　　信 １２７ １５４ １４５ ２２３ １５４

的公　　　　　　　務 １５０ ２４３ ２２５ ２１２ １７１

幽　サ　　 ー　　ビ　　 ス ２８５ ３１０ ４３０ ３９１ ３１４

出所）０ＥＣＤ “Ｐｕｒｃｈａｓｉｎｇ　Ｐｏｗｅｒ Ｐａｒｉｔｉｅｓ　ａｎｄ　Ｒｅａｌ　Ｅｘｐｍｄｉｔｕｒｅｓ”（１９８５）のＧＤＰ財別購買力平価デ ータ（１９８５

年）から計算

　　表１５　投下労働量の日米比（Ｎｏ． ３）

（購買力平価Ｂで換算した日本の投下労働量÷アメリカの投下労働量）

６５／６７ ７０／７２ ７５／７７ ８０／８２ １９８５

（１）農　林　　水　産
６． ２ ６． １ ４．

２ ４． ６ ４． ３

（３）食品工業
５． Ｏ ３． ９ ３． ６ ３． ６ ２． ７

（４）繊　維　工　業
３．
２

２．

２ ２． ２ ２．
２ ２， １

（５）木材 ・木製品
１０ ．４ ７． １ ６． ５ ６． ０ ３． ８

（６）紙　 ・　印　刷
４． ７ ３． ３ ３． ４ ３． ２ ２． １

○勾一　般　機　械
３． ４ ２．

０ ２． Ｏ
１．

５
１．

７
（１

弓電　気　機　械
４． ５ ２． ９ ２．

５
１．

９
１．

３

的輸　送　機　械
３．
３

２．

６
２．

８ ２．
３

１．

５

岬建　　設　　土　　木
９． ８ ５． ０ ３． ４ ３． Ｏ ２． ２

隼◎電気ガス 水道
１．

６
１．

１
１．

３
１．

６
１．

２

隼１）運　　　　　　輸
５． ７ ４． ４ ４． ２ ３． ９ ２． ７

鯛通　　　　　　信
２．
５

２． １
１．

６ ２． １
１．

２

的公　　　　　　務
１．

３
１．
９

１．

１ １．

３ １．

０

帥サ　　ー 　　ビ　 ス
４． ８ ３． ９ ３．

７ ３． ３ ２． ４

（５７）
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いる。これはかなり意外な結果であるといわなければならない 。

　このような計算結果にたいしてどのような解釈が可能であるだろうか。第一

は勿論，労働生産性の水準において目本はこれらの時点ではアメリカに遅れて

いたのだとする解釈である。第二は，ここで使用した購買力平価の妥当性に問

題があるという解釈である。ＧＤＰ全体にたいする購買力平価は個々の生産物

の購買力平価と同じではないであろうし，あとの２つの購買力平価もそれぞれ

限られたデータに基づくものである以上，この可能性も勿論否定できない。第

三は二番目の解釈とも関連するが，比較されている財は，例えぱ同じ電気機械

と括られていても ，日本で生産されるものとアメリカで生産されるものとでは

元々 別種の財であるという解釈である。確かに，日本でしか，またはアメリカ

でしか生産されていない電気機械もありそうである。あるいは例えばテレビで

も， 性能も違えぱブランドも違うかも知れない。そうだとするとこれは別種の

財同士での比較ということになり ，購買力平価で等量化した同種財の比較とい

う労働生産性比較の前提自体が崩れることになる。ただ，この第三の解釈は一

般化し過ぎると誤ると思われる。というのは，このような比較作業はもともと

財の統合ぬきには成り立たず，そして統合された財のバスケ ットを構成する財

の種類と構成比が，分析対象の両国でまっ たく同じであることはほとんどあり

えないのであ って，そのような多少の差異をも貫く傾向の析出が可能な場合も

十分有り得るだろうからである 。

　さて，もしも労働生産性において１９８５年の時点でもなお日本がアメリカに劣

っていたとすれぱ，にもかかわらず日本の製造業とりわけ機械工業がアメリカ

市場で，性能や信頼性だけでなく価格面でも強い競争力を発揮していたことを

とう理解すへきだろうか。この問題に接近する１つの方法は生産 コストを比較

することである。生産性が低いことは必ずしも高い生産コストを意味するわけ

ではなく ，例えば低位の賃金率のもとでは高い価格競争力を持ち得るからであ

る。

　われわれのモデルでは生産に投入される生産要素を，本源的生産要素である

労働に帰着させて考えてきた。同様に，生産 コストもまた賃金に帰着させて考

　　　　　　　　　　　　　　　　（５８）
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表１６総合賃金比率（日本）

１９６５ １９７０ １９７５ １９８０ １９８５

（１）農林水産
０． ８６１ ０， ８５５ Ｏ． ８６９ Ｏ， ８４３ ０． ８２３

（２）鉱　　　業 Ｏ． ６２９ ０． ６２８ Ｏ． ７１０ ０． ６３０ ０． ６８４

（３）食品工業
Ｏ． ６６６ Ｏ． ６２３ Ｏ． ７１４ ０． ６６５ ０． ６４２

（４）繊維工業
Ｏ． ７３１ ０． ７０４ ０． ７８２ ０． ７８１ ０． ７７０

（５）木材 ・木製品
Ｏ． ７６３ ０． ７０１ Ｏ． ７９４ ０． ７９６ ０． ７３４

（６）紙 ・印刷
０． ６６３ ０． ６１５ Ｏ． ７５７ ０． ７５９ Ｏ． ７１３

（７）ゴム ・皮革
０． ６９４ Ｏ． ６８１ Ｏ． ７８３ ０． ７７５ Ｏ． ６７８

（８）化　　　学
０， ５５３ ０． ４９４ Ｏ． ６５９ ０． ６５６ ０． ５９８

（９）石油 ・石炭製品 ０． ３８９ ０． ３７２ Ｏ． ６１８ ０． ６１２ ０． ５３３

ｏ◎窯業土石
０． ６０７ Ｏ． ５７６ Ｏ． ７１４ ０． ７１１ ０． ６５３

Ｏ１）鉄　　鋼
０． ５８３ Ｏ． ４９２ ０１ ６６７ ０． ６２７ ０． ５８９

胸非鉄金属
０． ６５４ Ｏ． ５５４ ０． ７０１ ０． ６３０ ０． ６５２

（１

勾金属製品
０． ６１０ Ｏ． ５９４ Ｏ． ７３８ ０． ７４８ ０． ７１２

岬一般機械
０． ６１４ Ｏ． ５５９ Ｏ． ７２９ ０． ７２２ ０． ６５６

（均電気機械
Ｏ． ６１０ Ｏ． ５３６ Ｏ． ７１０ ０． ６８３ ０． ６５２

的輸送機械
Ｏ． ６３７ Ｏ． ５８７ ０． ７１５ ０． ７１２ ０． ６７６

帥精密機械
０． ５８９ ０． ６１５ Ｏ． ７６７ Ｏ． ７４４ ０． ６８３

閥その他製造業
Ｏ． ６９７ ０． ６０８ Ｏ． ７６２ Ｏ． ７５１ ０． ７３３

（１

９建設土木
Ｏ． ６９１ ０． ６３１ Ｏ． ７４２ Ｏ． ７６１ ０． ７７４

的電気ガス 水道
Ｏ． ５０７ ０． ４９４ Ｏ． ６３９ Ｏ． ６１６ ０． ５９７

¢１）運　　輸
０． ７２１ Ｏ． ６９９ Ｏ． ７７０ Ｏ． ７７５ ０． ７６８

的通　　　信
０． ７３８ ０． ６９２ ０． ８４１ ０． ７７０ Ｏ． ７２３

鯛商　　　業
０． ６９２ ０． ６６７ ０， ７６９ Ｏ． ７６８ ０． ８１８

的金融 ・保険
Ｏ． ５３７ ０． ４５０ Ｏ． ５６４ Ｏ． ６１３ Ｏ． ５７３

陶不　動　産
Ｏ． ３０６ ０． ２７７ ０． ３６３ Ｏ． ３４８ Ｏ． ３５０

的公　　　務
Ｏ． ９７１ ０． ７７８ Ｏ． ８７８ ０． ８８９ ０． ８８２

的サ ービス
Ｏ． ８４３ ０． ７２３ Ｏ． ８３８ ０． ８２５ Ｏ， ７７６

鯛そ　の　他
０． ５９１ ０． ４５３ ０． ７０３ Ｏ． ６９４ Ｏ． ５８５

全産業平均
Ｏ． ６７３ ０． ６０７ ０． ７２６ Ｏ． ７１７ ０． ６９２

軽　工　業（３－７）平均
０． ６９５ ０． ６５５ ０． ７４９ Ｏ． ７３０ Ｏ． ６８８

基礎重工業（８－１３）平均 Ｏ． ５６４ ０． ５０５ ０． ６７１ Ｏ． ６５２ Ｏ． ６０７

機械工業（１４－１７）平均 ０． ６２０ ０． ５６３ ０． ７２１ ０． ７０７ ０． ６６３

製　造　業（３－１８）平均 ０． ６３２ ０． ５７１ Ｏ． ７１２ ０． ６９３ ０． ６５４

第１ ，２次部門（１－２２）平均 ０． ６６４ ０． ６０４ ０． ７３０ ０． ７１５ ０． ６８４

第３次部門（２３－２７）平均 ０． ７０４ Ｏ． ６１７ Ｏ． ７２０ Ｏ． ７２３ Ｏ． ７１１

（５９）
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表１７総合賃金比率（アメリカ）

１９６７ １９７２ １９７７ １９８２ １９８５

（１）農林水産
０． ５５７ ０． ５３８ ０． ５５３ ０． ５７６ ０． ５７７

（２）鉱　　　業
Ｏ． ４２０ ０． ４６５ Ｏ． ４０６ ０． ３５４ ０． ３９４

（３）食品工業
Ｏ． ５７３ ０． ５７４ ０． ５６０ Ｏ． ６２５ ０． ６１５

（４）繊維工業
Ｏ． ７０７ Ｏ． ７６６ Ｏ． ６９５ Ｏ． ７３３ Ｏ． ７５８

（５）木材 ・木製品
０． ７１８ ０． ７１１ Ｏ． ６７７ ０． ７６２ ０． ７４７

（６）紙 ・印刷
Ｏ． ６８４ ０． ８４４ Ｏ． ７３３ ０． ７７６ ０． ７８２

（７）ゴム ・皮革
Ｏ． ６８７ ０． ６９６ ０． ６５６ ０． ７０６ Ｏ． ７２２

（８）化　　　学
０． ６１１ Ｏ． ６５２ Ｏ． ６２９ ０． ６９３ ０． ６７８

（９）石油 ・石炭製品 ０． ５４５ ０． ６３０ Ｏ． ５８６ Ｏ． ５５２ ０． ５９８

¢◎窯業土石
０． ７１５ ０． ７０６ ０． ６７３ Ｏ． ７３５ ０． ７１２

○鉄　　　鋼
Ｏ． ７３５ ０． ７３６ ０． ７０９ ０． ７９２ Ｏ． ７０５

胸非鉄金属
Ｏ． ７００ ０． ７３２ ０． ６８３ ０． ７７７ Ｏ． ６９３

陶金属製品
Ｏ． ７３１ Ｏ． ７３１ ０． ６８９ Ｏ． ７１７ Ｏ． ７０８

岬一般機械
０． ７５７ Ｏ． ７６７ ０． ７０９ ０． ８１０ ０． ８１７

蝸電気機械
０． ７３１ ０． ７６２ ０． ７１８ ０． ７８０ ０． ８０２

的輸送機械
Ｏ． ７９５ Ｏ． ７４８ Ｏ． ７２９ Ｏ． ７９０ ０． ７７０

帥精密機械
０． ７１１ ０． ６９１ Ｏ． ６４９ Ｏ． ７３８ ０． ７６２

蝸その他製造業
Ｏ． ７２２ ０． ７７５ Ｏ． ６７９ ０． ７１７ ０． ７７９

¢旬建設土木
０． ８０１ ０． ７９９ ０． ８０８ ０． ８５２ Ｏ． ８１４

的電気ガス 水道
０． ５４４ ０． ４１６ ０． ４４７ Ｏ． ４２６ Ｏ． ４０８

釧運　　　輸
０． ７６６ ０． ７４４ Ｏ． ７３４ Ｏ． ７３２ Ｏ． ７２８

的通　　　信
Ｏ． ５３６ ０． ６２３ ０． ５７３ Ｏ． ６６２ ０． ６７３

的商　　　業
Ｏ． ６２４ ０． ５９７ ０． ５９３ ０． ６５３ Ｏ． ６４１

的金融 ・保険
Ｏ． ７１９ Ｏ． ７２３ ０． ７０６ ０． ８１６ Ｏ． ８３１

的不　動　産
０． ２９７ ０． ２７９ ０． ２５４ ０． ２５３ Ｏ． ２６０

的公　　　務
０． ８５６ Ｏ． ９２８ ０． ９４２ ０． ８９８ ０． ９００

帥サ ービス
０． ６６９ ０． ６７４ Ｏ． ６４３ Ｏ． ６８４ ０． ６７４

鰯そ　の　他
０． ４３７ ０． ４５１ ０． ３２１ ０． １６３ ０． ２２４

全産業平均
Ｏ． ６５６ Ｏ． ６５８ Ｏ． ６３４ ０． ６５５ ０． ６５７

軽　工　業（３－７）平均 ０． ６４５ Ｏ． ６８０ ０． ６３８ ０． ６９３ ０． ６９７

基礎重工業（８－１３）平均 Ｏ． ６６７ ０． ６９４ Ｏ． ６５１ Ｏ． ６７１ Ｏ． ６６９

機械工業（１４－１７）平均 ０． ７６１ ０． ７５４ Ｏ． ７１６ ０． ７８８ ０． ７９１

製　造　業（３－１８）平均 ０． ６９０ ０． ７０８ Ｏ． ６６６ ０． ７１５ ０． ７２２

第１ ，２次部門（１－２２）平均 Ｏ． ６８２ ０． ６８９ Ｏ． ６５８ ０． ６７８ ０． ６８６

第３次部門（２３－２７）平均 Ｏ． ６２０ Ｏ． ６１９ ０． ６０６ ０． ６３７ ０． ６３２

（６０）
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えることが出来る 。

　いま ０じゴを第ゴ部門における労働１単位時間当たりの賃金としよう 。すると

第ゴ生産物１単位価額の生産に直接必要な賃金は０リゴ ・〆である。したが って ，

第ゴ生産物１単位価額の生産に直接 ・間接に必要な賃金の総額吻戸は
，

　　吻戸＝　（・チ＊十 ４葦）吻芦十榊閉十・リ１ ・・戸（１＝１，２
，…

。）

　　　　　
／二 １

　　 ｚリ刎＝　 ６〃戸

　　　　　
１＝１

　ここで，吻舳は輸入品１貨幣単位を得るために必要な生産において支払われ

る賃金総額である 。

　したが って ，

　　ｗ：［１一〃二ＤＬ〃 ・引
一１
ｇ

　ただし，Ｗ■＝（耐，妨，… Ｚり
才）

　　　　　９ ”＝（・じ。 ・イ，の。 ・考，… の刀 ・・
才）

吻戸は第ゴ生産物１単位価額に占める直接間接の総賃金であ って，産出額中の

総合賃金比率である。比率であるから日米について直接比較することが出来る
。

表１６と表１７がそれぞれ日本とアメリカの総合賃金比率である
。

　これによれば，農林水産，鉱業，運輸 ・通信，および，金融 ・保険を除く第

３次部門は，日本の方がほとんどすべての時点についてアメリカより総合賃金

比率か高い。一方，建設土木およぴ製造業のうち基礎資材型重工業と機械工業

は， 分配率が相当労働側に振れた第１次石油危機の７５年にいくつかの部門で７７

年のアメリカよりも高くな っているのを例外として，日本の方がアメリカより

明確に低くな っている。もしも労働生産性の水準がアメリカより低いとしても
，

これらの部門ては総合賃金比率においてアメリカより優位にあ ったわけであり ，

その価格焼争力も不思議ではないことかわかる 。

　　９）　ＯＥＣＤ［３１．

　１Ｏ）産業研究所［１１１．

　１１）　Ｉ．Ｂ．Ｋｒａｖｉｓ［１１．

（６１）



６２ 立命館経済学（第４０巻 ・第１号）

［６１日米間の労働交換比率

　財が労働生産物であるという視点から見れは，貿易とは両国間の労働の交換

にほかならない。目米両国の貿易に抽いて，日本の労働は幾ばくのアメリカの

労働と交換されていることになるのであろうか 。

　　　物 ・Ｔあ
Ｑ＝ Ｈ

　　　２ ・ジ砿
　　　

！二１

　　ただし，Ｑ　：労働交換比率（日本の投下労働１単位がＱ単位のアメリヵ

　　　　　　　　　　のそれと交換）

　　　　　　吻　　アメリカの対日輸出品構成比

　　　　　　 ６づ　日本の対アメリカ輸出品構成比

　　　　　　丁５プアメリカの第６財１００万円当たりの投下労働量

　　　　　　　　　　（＝ 伽／ｒａｔｅ＊１ＯＯ，ただし ，ｒａｔｅ は為替 レート）

　　　　　　砿　　日本の第ゴ財１００万円当たりの投下労働量

　　　　　　屯 ：アメリカの第ゴ財１万ドル当たりの投下労働量

　刎コ およぴ ３， のテータは１９８５年について日米国際産業連関表によっ て得られ

るので，ここでは同年についてのみＱを計算した 。

　表１８より ，この年の日米間の労働交換比率Ｑは０，６１３である。つまり日本の

１単位労働がＯ．６１３単位のアメリカの労働と貿易を通じて交換されていたわけ

である。日本にとっ て不利な不等価交換であ った。１９８５年の年平均為替 レート

は１ドル２３８．９円であ ったから，この年の等価交換為替 レートは１４６円という

ことになる 。

（６２）
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表１８　日米貿易における労働交換比率（１９８０）

米の対日輸出
構成比（ｍｉ）

日本の対米輸出
構成比（ｅｉ） ｍｉ・ Ｔま ・ｉ

・ｔ青

（１）農　　林　　水　　産 ０． １４６０ ０． ００４４ ４２ ．６ ４． ２９

（２）鉱　　　　　　　業 ０． ０２９０ ０． ０００１ ３． ３９ ０． ０３

（３）食品工業
０． ０８４０ ０． ００４５ ２０ ．１ ２１ ４５

（４）繊　維　工　業
０． ００５２ ０． ０１４５ １． ６３ ９． ６６

（５）木材 ・木製品
０． ０１５５ ０． ００３０ ４， ４８ １． ６２

（６）紙　 ・　印　刷
０． ０２５１ ０． ００４７ ５． ７８ １． ８９

（７）ゴム ・皮革
０． ００９４ ０． ０１４３ ２． ３６ ５． ９８

（８）化　　　　　　　学 Ｏ． １１８１ ０１ ０１７７ ２５ ．０ ５． ５４

（９）石油 ・石炭製品
０． ０２９７ ０． ００１１ ５． ４３ ０． ３３

（１

◎窯　　業　　土　　石 Ｏ． Ｏ０６２ Ｏ． ０１２１ １． ４２ ４． ５６

（１ｌ）鉄　　　　　　　鋼 Ｏ， ００１１ ０． ０４８０ ０． ２３ １４ ．８

（１

劣非鉄金属
０． ０２６１ Ｏ． ００７９ ６． ０５ ２． ８７

（１

→金　　属　　製　　品 ０． ００８４ Ｏ． ０２３０ １． ９０ ９， ６９

（１

４一　　般　　機　　械 ０． ０４１４ ０． ０９１３ ９． ９７ ３２ ．８

（均電　　気　　機　　械 Ｏ． １２６７ ０． ２６４０ ３２ ．４ １ＯＯ

（１

→輸　　送　　機　　械 Ｏ， ０９５３ Ｏ． ３２０８ ２１ ．２ １２１

（１

づ精　　密　　機　　械 Ｏ． ０３５８ ０． ０６４４ ８． ２２ ２６ ．０

（１

萄その他製造業
Ｏ， ０１４２ Ｏ． Ｏ１７８ ３． ９３ ８． ５２

（１

９建　　設　　土　　木 Ｏ． ＯＯＯＯ Ｏ， ００００ ０ ０

的電　ガ　 ス　水　道
０． ００００ ０． ００００ ０ ０

¢１）運　　　　　　　輸 Ｏ． ０５６０ Ｏ． ００７１ １２ ．８ ２． ９１

鯛通　　　　　　信
Ｏ． ００００ Ｏ． ００００ ０ ０

的商　　　　　　　業
０． １２６３ Ｏ． ０７３２ ３２ ．７ ３７ ．０

的金融 ・保険
０． ００００ Ｏ． ００００ ０ ０

的不　　　動　　　産
Ｏ． ００００ ０． ００００ ０ ０

的公　　　　　　務
Ｏ． ００００ Ｏ． ００００ ０ ０

吻サ　　ー　　ビ　　ス
Ｏ． ００００ Ｏ． ００００ ０ ０

鯛そ　　　の　　　他
Ｏ． ０００５ ０． Ｏ０６１ Ｏ． １７ ２． １０

含　　　　計
１． ００００ １． ００００ ２４２ ．１０ ３９４ ．８９

Ｑ＝０，６１３（＝２４２ ．１／３９４ ．８９）

［補１データと計算方法

使用したデータと計算方法について簡単に説明しておこう 。

０　部門統合は，イ）日本表の資本マトリクスの分類がもっとも粗いのでこ

　　　　　　　（６３）



　６４　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第１号）

れをべ一スにせざるを得ないこと ，口）目米間で分類がずれているもの（例 ，

農林水産など）があり統合せざるを得ないことから，２８部門とな った 。

　　　（７）によっ て投下労働量を計算するために必要な〃，Ｄ，７，Ｅ，〃のデ ータ

のうち，いくつかについて説明する 。

　イ）固定資本投入係数（Ｄ）

　中谷［９１は

　　確一ろ ・」，五　　　　　　　　 （・）

　　　　　Ｘゴ　　Ｋプあ
　　　　　　　　１

によっ て砺を求めている。ただし ，え１： 第６部門減価償却額，Ｋ力： 第ゴ部門の

第ノ財固定設備の量である。しかしながら日米両方についてＫ力のデータを入

手することが困難なため，ここでは次のように考えた。（ａ）の第２項は第乞部門

の固定設備の財別構成比であるが，第 １部門の平均資本構成と限界資本構成か

等しいものと想定し，Ｋ力にかえて４（今期の第ゴ部門の設備投資のうちの第ノ財）

によっ て求めた 。

　　 ４・ ・！

　　
１－

　Ｘゴ　　与 ・〃
　　　　　　　　１
　４ のデータはそれぞれ産業連関表の固定資本形成マトリクスによっ て得る

ことが出来る。ただし，日本の６５年およびアメリカの８２，８５年については入手

できなかったので，それぞれ７０年および７７年のデータを用いた。固定資本の財

別構成はこの期間変化していないものと想定したことになる 。

　なお，減価償却 ｚ三 は， 日本については連関表の付加価値欄から得られるが ，

アメリカについては減価償却額の掲載がないため，アメリヵ商務省のＮＩＰＡ

データ［１４１中の資本消費のデータをＮＩＰＡからＩＯべ一スヘの補正を行った

うえで使用した。補正ｋ
　Ｉ－

Ｏの付加価値（閉ゴ）とＮＩＰＡのＧｒｏｓｓ　Ｐｒｏｄｕｃｔ

（ＧＰ１）の対応関係をへ一スにして，ＮＩＰＡの資本消費（Ｋ“（ＮＩＰＡ））をＩ－Ｏ

の減価償却（Ｋ・づ（Ｉ－Ｏ））に変換した。すなわち ，

　　　　　　　　　　　　　　　　ｖん
　　Ｋ・・（Ｉ－０）一戸 ・Ｋ州ＩＰＡ） ・ＧＰ、

（６４）



　　　　　　　　投下労働量 ・労働生産性 ・労働交換率の測定（山田）　　　　　　６５

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ｖん　　 （ただ川ｕＫ６１
（Ｉ■Ｏ）：　Ｋ・１ （ＮＩＰＡｈＧ。、を満たす６）

　口）直接労働投入係数 ７

　〃は第ゴ部門の（１人当たり労働時間×就業者数／産出額）である。このうち ，

　ａ）１人当たり労働時間は，日本の場合，デ ータ［２０１の１９７０年常雇用１人

当たり月間労働時間に，『毎月勤労統計調査報告』の産業大分類別労働時間指

数（総実労働時間）をかげて１２倍することによっ て各年の１人当たり年間労働

時間を推計した。その際農林漁業については，雇用者に関してはこれと同様に ，

また個人業主と家族従業者については農水省『農家経済調査報告』からその１

戸あたり自家農業従事者数と１人当たり自家農業就業時間を求めて，農林水産

部門の労働投入に加算した 。

　アメリカについては，６７，７２の両年については労働省［１１のＩ－Ｏ部門別

就業者数で同じく総労働投入時間を割って求めた。このデ ータは７６年までしか

入手できなかったので，７７年については７６年のデータをＮＩＰＡ［１４１から計算

した部門別１人当たり労働時間の７６年と７７年の値の比で補正して求めた。また

８２年と８５年については，同年のＮＩＰＡの１人当たり労働時間を，すでに求め

た６７，７２，７７の値と各年のＮＩＰＡとの比の平均値で補正して求めた
。

　ｂ）就業者数については，日本の場合は各連関表の雇用表て簡単に求めるこ

とが出来るが，アメリカについてはＮＩＰＡべ 一スでは就業者，雇用者とも存

在するが，Ｉ－Ｏべ一スでは十分に入手が果たせず，ただ６７－７７の３カ年につい

ての雇用者データのみが公表されているだけなので（デ ータ［１０１［１１Ｈ１２１） ，

次の方法で推定した 。

　・ ６７－７７年

　　　　　　　　　　　　　１Ｖ伽ゴ（Ｉ－Ｏ）
　　Ｎゴ（Ｉ－Ｏ）＝ Ｎゴ（ＮＩＰＡ） ・

　　　　　　　　　　　　　１Ｖ乃びゴ（ＮＩＰＡ）

　ただし，Ｎは就業者，Ｎ〃は雇用者である 。

　・ ８２，８５年

　　上のｗ〃（Ｉ－Ｏ）／１ｖ〃（ＮＩＰＡ）の系列は，７７年の不動産を除いて６７－７７年

　　の間きわめて安定した値をとっ ている。そこでこの比の３カ年平均値で

　　　　　　　　　　　　　　　　（６５）



６６　　　　　　　　　　　立命館経済学（第４０巻 ・第１号）

　　Ｍ（ＮＩＰＡ）を補正して１Ｖゴ（Ｉ－Ｏ）を求めた 。
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